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明 細 書

発明の名称 ：気体制御装置

技術分野

[0001 ] この発明は、気体制御を行 う気体制御装置に関する。

背景技術

[0002] 従来より、複数のポンプを用いて気体制御を行 う気体制御装置が各種考案

されている。例えば特許文献 1 には、状況に応 じて 2 つのポンプの接続を、

直列接続 または並列接続に切 り替えることができる 2 段式真空ポンプが開示

されている。

[0003] 図 1 7 ( A ) は、特許文献 1 の 2 段式真空ポンプ 1 内における、 1段 目ポ

ンプ4 、 2 段 目ポンプ 5 の並列接続時の空気の流れを示す説明図である。図

1 7 ( B ) は、特許文献 1 の 2 段式真空ポンプ 1 内における、 1段 目ポンプ

4 、 2 段 目ポンプ 5 の直列接続時の空気の流れを示す説明図である。図 1 8

は、図 1 7 ( A ) ( B ) に示す切替弁 9 の断面図である。

[0004] 2 段式真空ポンプ 1 は、図 1 7 ( A ) ( B ) に示すように、ポンプ吸入口

2 と、ポンプ排出口 3 と、 1 段 目ポンプ4 と、 2 段 目ポンプ 5 と、逆止弁 7

と、切替弁 9 と、か ら構成されている。

[0005] 段 目ポンプ4 の吸気口はポンプ吸入口 2 及び逆止弁 7 に接続されており

、 1 段 目ポンプ4 の排気口は切替弁 9 の導入口 9 1 2 に接続されている。 2

段 目ポンプ 5 の吸気口は、切替弁 9 の導出口 9 1 3 に接続され、逆止弁 7 を

介 してポンプ吸入口 2 に接続されている。 2 段 目ポンプ 5 の排気口は、切替

弁 9 の導出口 9 4 に接続され、ポンプ排出口 3 に接続されている。逆止弁

7 は、ポンプ吸入口 2 か ら2 段 目ポンプ 5 への空気の通過を許容するが、 2

段 目ポンプ 5 か らポンプ吸入口 2 への空気の通過を阻止する。

[0006] 切替弁 9 は、図 1 8 に示すように、円柱状のケース 9 2 1 と、ケース 9 2

1 内に設けられた弁体 9 2 5 と、 を備える。ケース 9 2 1 には、前述の導入

口 9 2 及び導出口 9 1 3 、 9 1 4 と、弁室 9 2 2 、 9 2 3 と、両弁室 9 2



2 、 9 2 3 を連通する導入路 9 2 4 と、 リング状の弾性体 9 3 2 、 9 3 4 と

が、設けられている。そ して、弁室 9 2 2 、 9 2 3 と導入路 9 2 4 とには、

弁体 9 2 5 がケース 9 の軸線方向にスライ ド自在 に収納 されている。そ

して、 この弁体 9 2 5 は、棒部 9 2 6 の両端 に円板状の弁部 9 2 7 、 9 2 8

が設けられた形状である。

[0007] 前記の構成 において、ポンプ吸入口 2 とポンプ排出口 3 との圧力差が所定

値以下の場合、切替弁 9 の弁体 9 2 5 が弁室 9 2 2 側 にスライ ドする。そ し

て弁部 9 2 7 の周縁部が リング状の弾性体 9 3 4 に当接 し、導入口 9 1 2 と

導出口 9 1 4 とが連通する。 この結果、 1 段 目ポンプ4 、 2 段 目ポンプ 5 は

図 1 7 ( A ) に示すように並列に接続 される。

[0008] また、ポンプ吸入口 2 とボンプ排出口 3 との圧力差が所定値以上になつた

場合、切替弁 9 の弁体 9 2 5 がばね 9 2 9 を圧縮 して弁室 9 2 3 側 にスライ

ドする。そ して弁部 9 2 8 の周縁部が リング状の弾性体 9 3 2 に当接 し、導

入口 9 2 と導出口 9 3 とが連通する。 また、逆止弁 7 が閉鎖 される。 こ

の結果、 1 段 目ポンプ4 、 2 段 目ポンプ 5 は図 1 7 ( B ) に示すように直列

に接続 される。

先行技術文献

特許文献

[0009] 特許文献 1 ：実開昭 6 2 - 5 2 2 9 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[001 0] しか しなが ら、前記切替弁 9 のような弁構造では、弁体 9 2 5 とケース 9

の内壁 との隙間か らの漏気を防ぎ、かつスライ ドをスムーズにするため

、弁体 9 2 5 とケース 9 の内壁 との間にダ リスが塗布されていることが

一般的である。 しか し、 この方法では、ケース 9 2 1 内を空気が通過する時

にダ リスの微細な粒子（オイル ミス ト）が該空気に混ざるため、 ク リーンな空

気をボンプ排出口 3 か ら排出できな くなるという問題がある。



[001 1] また、前記 2 段式真空ポンプ 1 では、前記切替弁 9 が弁体 9 2 5 をスライ

ド自在に内蔵する複雑かつ大型な構造を有するため、 2 段式真空ポンプ 1 の

小型低背化を阻害 して しまう。さらに、 2 段式真空ポンプ 1 が小型化する程

、ポンプの能力 （流量と圧力）は低下するため、ポンプの能力を維持 しつつ

小型化 しょうとすれば、従来構造を有する 2 段式真空ポンプ 1 では限界があ

る。

[001 2] そこで、本発明の目的は、複数のポンプの接続を、直列接続または並列接

続に切 り替えることが可能で、不純物の気体への混入を抑制することができ

る小型低背の気体制御装置を提供することにある。

課題を解決するための手段

[001 3] 本発明の気体制御装置は、前記課題を解決するために以下の構成を備えて

いる。

[0014] ( 1 ) 流入口と流出口とを有する筐体を備え、

前記筐体の内部に、

前記流入口と前記流出口との間に設けられ、前記流出口から前記流入口へ

の気体の流れを遮断する第 1 の逆止弁及び第 2 の逆止弁と、

前記流入口と接続された吸入孔と、前記第 2 の逆止弁と接続された吐出孔

と、を有する第 1 のポンプと、

前記第 1 の逆止弁と接続された吸入孔と、前記流出口と接続された吐出孔

と、を有する第 2 のポンプと、

前記第 1 のポンプの吐出孔と前記第 2 のポンプの吸入孔との間に設けられ

ている切替弁と、を備える気体制御装置であって、

前記切替弁は、第 1 のダイヤフラムと、前記第 1 のダイヤフラムによって

仕切 られた第 1 及び第 2 の弁室と、前記第 1 の弁室側に設けられている第 1

の弁座とを備え、

前記第 1 のダイヤフラムは、前記第 1 の弁座と当接する領域を有 し、

前記第 1 の弁座は、前記第 2 のポンプの吸入孔と接続される開口を有 し、

前記第 1 の弁室は前記第 1 のポンプの吐出孔と接続され、



前記切替弁 は、前記第 1 の ダイヤ フラム における両主面 に加わ る力の差 に

よ って、前記第 1 のポ ンプ吐出孔 と、前記第 2 のポ ンプの吸入孔 との接続 と

遮断 とを切 り替 える。

[001 5] ( 2 ) 前 記 第 1 の逆止弁 は、 第 2 の ダイヤ フラム と、前記第 2 の ダイヤ フラ

厶 によ って仕切 られた第 3 及び第 4 の弁室 と、前記第 3 の弁室側 に設 け られ

ている第 2 の弁座 とを備 え、

前記第 2 の ダイヤ フラムは、前記第 2 の弁座 の先端部 と当接 す る領域 と、

該領域 の一部 を貫通 す る孔 とを有 し、

前記第 3 の弁室 は前記流入 口と接続 され、前記第 4 の弁室 は前記第 2 のポ

ンプの吸入孔 と接続 されている ことが好 ま しい。

[001 6] ( 3 ) 前 記 第 2 の逆止弁 は、 第 3 の ダイヤ フラム と、前記第 3 の ダイヤ フラ

厶 によ つて仕切 られた第 5 及び第 6 の弁室 と、前記第 5 の弁室側 に設 け られ

ている第 3 の弁座 とを備 え、

前記第 3 の ダイヤ フラムは、前記第 3 の弁座 の先端部 と当接 す る領域 と、

該領域 の一部 を貫通 す る孔 とを有 し、

前記第 5 の弁室 は前記第 1 のポ ンプの吐出孔 と接続 され、前記第 6 の弁室

は前記流 出 口と接続 されている ことが好 ま しい。

[001 7] この構成 において流 出 口は、 気体 を貯蔵 す る貯蔵部 に接続 され る。 この構

成 では、 第 1 、 第 2 のポ ンプが動作 を開始 す る と、 第 4 の弁室 の気体 が第 2

のポ ンプに吸引 されて貯蔵部へ 吐出され る。 すなわち、 第 4 の弁室 の圧力が

外気圧 よ りも低 くな り、貯蔵部 の圧力が外気圧 よ りも高 くな る。 同時 に、筐

体外部 の気体 が流入 口か ら第 1 のポ ンプに吸引 されて第 1 のポ ンプの吐出孔

か ら吐出され る。 すなわち、 第 1 の弁室及び第 5 の弁室 の圧力が外気圧 よ り

も高 くな る。

[001 8] この結果、 第 1 の逆止弁 においては、 第 4 の弁室 の圧力が第 3 の弁室 の圧

力 よ りも低 くな るため、 第 2 の ダイヤ フラムが第 2 の弁座 か ら離 間 して、 第

4 の弁室 と第 3 の弁室 とを連通 させ る。 また、 第 2 の逆止弁 においては、 第

5 の弁室 の圧力が第 6 の弁室 の圧力 よ りも高 くな るため、 第 3 の ダイヤ フラ



厶が第 3 の弁座から離間して、第 5 の弁室と第 6 の弁室とを連通させる。

[001 9] なお、切替弁においては、第 1 のダイヤフラムの一方主面に加わる第 2 の

弁室の圧力と面積の積からなる力が、第 1 のダイヤフラムの他方主面に加わ

る第 1 の弁室の圧力及び開口の圧力と面積の積からなる力よりも高い。この

ため、第 1 のダイヤフラムが第 1 の弁座と当接 し、第 1 の弁室と第 2 の弁室

とは遮断されている。

[0020] すなわち、この構成の気体制御装置では、第 1、第 2 のポンプの動作開始

時に、第 1 のポンプ、第 2 のポンプが並列に接続される。

[0021 ] 第 1 のポンプ、第 2 のボンプが並列に接続された状態で貯蔵部への気体の

充填が行われると、徐々に貯蔵部内の圧力が高まっていく。これにより、貯

蔵部内に連通する第 6 の弁室の圧力も高まっていき、第 1 の弁室、第 4 の弁

室および開口の圧力が高まっていく。

[0022] そのため、切替弁においては、第 1 のダイヤフラムの他方主面に加わる第

1 の弁室の圧力及び開口の圧力と面積の積からなる力が、第 1 のダイヤフラ

厶の一方主面に加わる第 2 の弁室の圧力と面積の積からなる力よりも高くな

る。このため、第 1 のダイヤフラムが第 1 の弁座から離間し、第 1 の弁室及

び開口を連通させる。

[0023] また、第 2 の逆止弁においては、第 6 の弁室の圧力が第 5 の弁室の圧力よ

りも高くなるため、第 3 のダイヤフラムが第 3 の弁座と当接 し、第 5 の弁室

と第 6 の弁室との通気を遮断させる。

[0024] また、第 1 の逆止弁においては、第 4 の弁室の圧力が第 3 の弁室の圧力よ

りも高くなるため、第 2 のダイヤフラムが第 2 の弁座と当接 し、第 4 の弁室

と第 3 の弁室との通気を遮断させる。

[0025] すなわち、この構成の気体制御装置では、貯蔵部の圧力が高まると、第 1

のポンプ、第 2 のポンプが直列に接続される。

[0026] 前記気体制御装置は、貯蔵部の圧力が低い間、第 1、第 2 のポンプが並列

接続となっており、貯蔵部の圧力が高くなると、第 1、第 2 のポンプが並列

接続から直列接続へ切り替わる。ここで、 2 個のポンプを並列に接続 した場



合の気体制御装置の最大ポンプ圧力は、 2 個のポンプのうち、単体での最大

ポンプ圧力が高い方のポンプのみを貯蔵部に接続 した場合と同じであるが、

最大流量は、おのおののポンプの単体での最大ポンプ流量を合計 した流量と

なる。一方、 2 個のポンプを直列に接続 した場合の気体制御装置の最大吐出

流量は、 2 個のポンプのうち、単体での最大ポンプ流量が多い方のポンプを

貯蔵部に接続 した場合と同じであるが、最大ポンプ圧力は、おのおののボン

プの単体での最大ポンプ圧力を合計 した圧力となる。

[0027] よって、この構成によれば、第 1、第 2 のポンプの並列接続時において、

低いポンプ圧力下で多くの流量を得ることができる。また、第 1、第 2 のポ

ンプの直列接続時において、少ない流量下で高いポンプ圧力を得ることがで

きる。すなわち、これらの両方の特性を実現することができる。

[0028] また、気体制御装置の各領域の圧力変化に併せたダイヤフラムの変位によ

つて、第 1、第 2 のポンプが徐々に並列接続から直列接続に切り替わるため

、急激な圧力、流量の変化が起きず、ポンプの特性がスムーズに移行する。

[0029] また、この構成では、柔軟なダイヤフラムと各々の弁座とが密着するため

漏気が発生しない。また、ダイヤフラムと各々の弁座との密着及び離間の際

に摺動が発生しないので、ダイヤフラムと筐体との間にグリスを設ける必要

がない。そのため、気体への不純物の混入を抑制することができる。

[0030] また、この構成の気体制御装置は、ダイヤフラムが筐体に固定される簡易

な構造を有するため、ポンプの特性 （流量と圧力）を維持 しつつ小型低背化

を図ることができる。

[0031 ] したがって、この構成によれば、複数のポンプの接続を、直列接続または

並列接続に切り替えることが可能で、気体への不純物の混入を抑制すること

ができる小型低背の気体制御装置を提供できる。

[0032] ( 4 ) 前記筐体は、通気孔をさらに有 し、

前記切替弁においては、前記第 2 の弁室が前記通気孔と接続され、

前記前記第 2 の弁室の圧力は、大気圧であることが好ましい。

[0033] この構成の切替弁においては、第 2 の弁室の圧力である大気圧と面積の積



からなる力が、第 1 のダイヤフラムの一方主面に加わる。

[0034] ( 5 ) 前記第 1、第 2 、及び第 3 のダイヤフラムは、共通の 1枚のダイヤフ

ラムによって構成されていることが好ましい。

[0035] この構成によれば、ダイヤフラムの枚数が一枚で済むため、気体制御装置

の製造コス トを低減できる。

[0036] ( 6 ) 流入口と流出口とを有する筐体と、

前記筐体内を分割 して前記筐体内に、前記流入口に連通する第 1領域と、

前記流出口に連通する第 2 領域と、第 3 領域と、第4 領域と、を形成するダ

ィャフラムと、

第 1 ポンプ室と、前記第 1 ポンプ室を介 して互いに連通する第 1 吸引孔ぉ

よび第 1 吐出孔と、を有 し、前記第 1 吸引孔が前記第 1領域に連通 し、前記

第 1 吐出孔が前記第 3 領域に連通する第 1 のポンプと、

第 2 ボンプ室と、前記第 2 ポンプ室を介 して互いに連通する第 2 吸引孔ぉ

よび第 2 吐出孔と、を有 し、前記第 2 吸引孔が前記第4 領域に連通 し、前記

第 2 吐出孔が前記第 2 領域に連通する第 2 のポンプと、を備え、

前記ダイヤフラムは、

前記第 1、第 2 のポンプの動作時、前記第 3 領域の圧力が前記第 2 領域の

圧力よりも高く、前記第4 領域の圧力が前記第 1領域の圧力よりも低い場合

、前記第 3 領域および前記第4 領域を遮断 し、前記第 2 領域および前記第 3

領域を連通するとともに前記第 1領域および前記第4 領域を連通 し、

前記第 1、第 2 のポンプの動作時、前記第 3 領域の圧力が前記第 2 領域の

圧力よりも低 く、前記第4 領域の圧力が前記第 1領域の圧力よりも高い場合

、前記第 2 領域および前記第 3 領域の通気と前記第 1領域および前記第4 領

域の通気とを遮断 し、前記第 3 領域および前記第4 領域を連通するよう、前

記筐体に固定されている。

[0037] この構成において流出口は、気体を貯蔵する貯蔵部に接続される。この構

成では、第 1、第 2 のポンプが動作を開始すると、第4 領域の気体が第 2 の

ポンプに吸引されて第 2 領域へ吐出される。すなわち、第4 領域の圧力が外



気圧よりも低 くな り、第 2 領域の圧力が外気圧よりも高 くなる。同時に、筐

体外部の気体が流入口か ら第 1領域を介 して第 1 のポンプに吸引されて第 3

領域へ吐出される。すなわち、第 1領域の圧力が外気圧 とな り、第 3 領域の

圧力が外気圧よりも高 くなる。

[0038] この結果、第 4 領域の圧力が第 1領域の圧力よりも低 くなると、ダイヤフ

ラムが、第 1領域および第 4 領域を連通させる。 また、第 3 領域の圧力が第

2 領域の圧力よりも高 くなると、ダイヤフラムが、第 2 領域および第 3 領域

を連通させる。なお、ダイヤフラムは、第 3 領域および第 4 領域を遮断 して

いる。

[0039] すなわち、 この構成の気体制御装置では、第 1、第 2 のポンプの動作開始

時に、第 1、第 2 のボンプが並列に接続される。

[0040] 第 1 のポンプ、第 2 のポンプが並列に接続された状態で貯蔵部への気体の

充填が行われると、徐々に貯蔵部内の圧力が高まってい く。 これにより、貯

蔵部内に連通する第 2 領域の圧力も高まっていき、第 4 領域及び第 3 領域の

圧力も高まってい く。

[0041 ] そのため、ダイヤフラムが第 3 領域および第 4 領域を連通させる。

[0042] また、第 2 領域の圧力が第 3 領域の圧力よりも高 くなると、ダイヤフラム

が第 2 領域および第 3 領域の通気を遮断させる。

[0043] また、第 4 領域の圧力が第 1領域の圧力よりも高 くなると、ダイヤフラム

が第 1領域および第 4 領域の通気を遮断させる。

[0044] すなわち、 この構成の気体制御装置では、貯蔵部の圧力が高まると、第 1

のポンプ、第 2 のポンプが直列に接続される。

[0045] この構成では、貯蔵部の圧力が低い間、第 1、第 2 のポンプが並列接続 と

なっており、貯蔵部の圧力が高 くなると、第 1、第 2 のポンプが並列接続か

ら直列接続へ切 り替わる。 ここで、 2 個のポンプを並列に接続 した場合の気

体制御装置の最大ポンプ圧力は、 2 個のポンプのうち、単体での最大ポンプ

圧力が高い方のポンプのみを貯蔵部に接続 した場合 と同 じであるが、最大流

量は、おのおののポンプの単体での最大ポンプ流量を合計 した流量 となる。



一方、 2 個のポンプを直列に接続 した場合の気体制御装置の最大吐出流量は

、 個のポンプのうち、単体での最大ポンプ流量が多い方のポンプを貯蔵部

に接続 した場合と同じであるが、最大ポンプ圧力は、おのおののポンプの単

体での最大ポンプ圧力を合計 した圧力となる。

[0046] よって、この構成によれば、第 1、第 2 のポンプの並列接続時において、

低いポンプ圧力下で多くの流量を得ることができる。また、第 1、第 2 のポ

ンプの直列接続時において、少ない流量下で高いポンプ圧力を得ることがで

きる。すなわち、これらの両方の特性を実現することができる。

[0047] また、気体制御装置の各領域の圧力変化に併せたダイヤフラムの変位によ

つて、第 1、第 2 のポンプが徐々に並列接続から直列接続に切り替わるため

、急激な圧力、流量の変化が起きず、ポンプの特性がスムーズに移行する。

[0048] また、この構成では、柔軟なダイヤフラムと筐体とが密着するため漏気が

発生しない。また、ダイヤフラムと筐体との密着及び離間の際に摺動が発生

しないので、ダイヤフラムと筐体との間にグリスを設ける必要がない。その

ため、気体への不純物の混入を抑制することができる。

[0049] また、この構成の気体制御装置は、ダイヤフラムが筐体に固定される簡易

な構造を有するため、ポンプの特性 （流量と圧力）を維持 しつつ小型低背化

を図ることができる。

[0050] したがって、この構成によれば、複数のポンプの接続を、直列接続または

並列接続に切り替えることが可能で、気体への不純物の混入を抑制すること

ができる小型低背の気体制御装置を提供できる。

[0051 ] ( 7 ) 前記筐体は、前記第 4 領域に連通する開口と、前記第 3 領域において

前記開口の周囲から前記ダイヤフラム側へ突出する第 1 の弁座と、前記第 1

領域において前記ダイヤフラム側へ突出する第 2 の弁座と、前記第 3 領域に

おいて前記ダイャフラ厶側へ突出する第 3 の弁座と、が設けられ、

前記ダイヤフラムは、前記第 1 の弁座、及び前記第 2 の弁座、前記第 3 の

弁座に当接 して前記筐体に固定されており、

前記ダイヤフラムには、前記第 2 の弁座に当接する領域の一部に孔が設け



られ、前記第 3 の弁座に当接する領域の一部に孔が設けられていることが好

ましい。

[0052] ( 8 ) 前記ダイヤフラムは、前記第 1領域と前記第 3 領域との圧力差により

前記第 1 の弁座に対 して接触または離間 して開閉 し、前記第 1領域と前記第

4 領域との圧力差により前記第 2 の弁座に対 して接触または離間 して開閉 し

、前記第 2 領域と前記第 3 領域との圧力差により前記第 3 の弁座に対 して接

触または離間 して開閉することが好ましい。

[0053] この構成では、第 3 領域の圧力が第 2 領域の圧力よりも高く、第4 領域の

圧力が第 1領域の圧力よりも低いとき、ダイヤフラムは、第 1 の弁座に接触

して開口を閉 じ、第 2 の弁座から離間 して孔を開放 し、第 3 の弁座から離間

して孔を開放する。

[0054] 一方、第 3 領域の圧力が第 2 領域の圧力よりも低 く、第4 領域の圧力が第

1領域の圧力よりも高いとき、ダイヤフラムは、第 1 の弁座から離間 して開

口を開放 し、第 2 の弁座に接触 して孔を閉 じ、第 3 の弁座に接触 して孔を閉

じる。

[0055] ( 9 ) 前記ダイヤフラムは、前記第 1領域と前記第4 領域との圧力差により

開閉する第 1 の逆止弁と、前記第 2 領域と前記第 3 領域との圧力差により開

閉する第 2 の逆止弁と、前記第 1領域と前記第 3 領域との圧力差により開閉

する切替弁と、を前記筐体とともに構成 し、

前記第 1 の逆止弁は、前記第4 領域から前記第 1領域への気体の流れを阻

止 し、

前記第 2 の逆止弁は、前記第 2 領域から前記第 3 領域への気体の流れを阻

止 し、

前記切替弁は、前記第 1、第 2 のポンプの動作時、前記第 3 領域の圧力が

前記第 2 領域の圧力よりも高く前記第4 領域の圧力が前記第 1領域の圧力よ

りも低い場合、前記第 3 領域および前記第4 領域を遮断 し、前記第 3 領域の

圧力が前記第 2 領域の圧力よりも低 く前記第4 領域の圧力が前記第 1領域の

圧力よりも高い場合、前記第 3 領域および前記第4 領域を連通することが好



ましい。

[0056] この構成では、気体制御装置は、第 1 のポンプ、第 2 のポンプ、第 1 の逆

止弁、第 2 の逆止弁、切替弁、流入口及び流出口を備える。第 1 のポンプの

第 1 吸引孔は、流入口及び第 1 の逆止弁に接続され、その第 1 吐出孔は、第

2 の逆止弁及び切替弁に接続されている。また、第 2 のポンプの第 2 吸引孔

は、第 1 の逆止弁及び切替弁に接続され、その第 2 吐出孔は、流出口及び第

2 の逆止弁に接続されている。

[0057] そして、第 1 の逆止弁は、流入口から第 2 のポンプへの気体の通過を許容

するが、第 2 のポンプ及び切替弁から流入口への気体の通過を阻止する。第

2 の逆止弁は、第 1 のポンプから流出口への気体の通過を許容するが、流出

口から第 1 のポンプ及び切替弁への気体の通過を阻止する。

[0058] ( 1 0 ) 前記第 1、第 2 、及び第 3 の弁座は、前記ダイヤフラムを与圧する

ように前記筐体に設けられていることが好ましい。

[0059] この構成では、第 1、第 2 、及び第 3 の弁座がダイヤフラムに張力 （以下

、与圧力）を付与するように接触 しているため、第 3 領域の圧力が第 2 領域

の圧力よりも高く、第 4 領域の圧力が第 1領域の圧力よりも低いとき、その

与圧力によって、ダイヤフラムが弁座に接触 して弁を閉じた状態を維持でき

る。

[0060] ( ) 前記筐体は、前記流入口が設けられている第 1 の筐体と、前記流出

口が設けられている第 2 の筐体とを有 し、

前記ダイヤフラムは、弾性部材からなり、前記第 1 の筐体と前記第 2 の筐

体とに両面から挟持されていることが好ましい。

[0061 ] この構成では、ダイヤフラムが第 1、第 2 の弁筐体に押圧されて挟持され

る。この結果、ダイヤフラムと第 1、第 2 の弁筐体との当接部分の密着性が

高くなる。そのため、気体がダイヤフラムと第 1、第 2 の弁筐体との間を通

過 して外側へ漏れるのを防ぐことができる。

[0062] よって、この構成では、シール性向上の為のグリスが不要であるため、筐

体内を気体が通過する時にダリスのオイルミス 卜が該気体に混ざることが無



し、。従って、この構成によれば、クリーンな気体を流出口から送出できる。

[0063] ( ) 前記流出口は貯蔵部に接続されており、

前記流出口に連通 し、前記第 1、第 2 のボンプの動作により前記貯蔵部に

充填された気体を、前記第 1、第 2 のポンプの動作の停止時に急速に排気が

可能である急速排気部を備えることが好ましい。

[0064] この構成では、貯蔵部の気体が第 2 領域を介 して急速に排気される。従つ

て、この構成によれば、貯蔵部に圧縮空気を充填 した後に、貯蔵部から気体

を急速排気することができる。

[0065] ( 3 ) 流入口と流出口とを有する筐体と、

前記筐体内を分割 して前記筐体内に、前記流入口に連通する第 1領域、前

記流出口に連通する第 2 領域、第 3 領域、第 2 t ( t は 2 からn _ 1 までの

整数）領域、第 2 t + 1領域及び第 2 n ( n は 3 以上の整数）領域を形成す

るダイヤフラムと、

第 1 ポンプ室と前記第 1 ポンプ室を介 して互いに連通する第 1 吸引孔およ

び第 1 吐出孔とを有 し、前記第 1 吸引孔が前記第 1領域に連通 し、前記第 1

吐出孔が前記第 3 領域に連通する第 1 のポンプと、

第 t ポンプ室と前記第 t ポンプ室を介 して互いに連通する第 t 吸引孔およ

び第 t 吐出孔とを有 し、前記第 t 吸引孔が前記第 2 t 領域に連通 し、前記第

吐出孔が前記第 2 t + 領域に連通する第 t のポンプと、

第 n ポンプ室と前記第 n ポンプ室を介 して互いに連通する第 n 吸引孔およ

び第 n 吐出孔とを有 し、前記第 n 吸引孔が前記第 2 n領域に連通 し、前記第

n 吐出孔が前記第 2 領域に連通する第 n のポンプと、を備え、 n段のポンプ

を接続 した、気体制御装置であって、

前記ダイヤフラムは、

前記第 1、第 t 、及び第 n のポンプの動作時、前記第 3 領域および前記第

2 t + 1領域の圧力が前記第 2 領域の圧力よりも高く、前記第 2 t 領域および

前記第 2 n領域の圧力が前記第 1領域の圧力よりも低いとき、前記第 3 領域

および前記第 2 t + 1領域のそれぞれと前記第 2 t 領域および前記第 2 n領域



のそれぞれとを遮断 し、前記第 3 領域および前記第 2 t + 1 領域のそれぞれと

前記第 2 領域 とを連通するとともに前記第 2 t 領域および前記第 2 n 領域の

それぞれと前記第 1領域 とを連通 し、

前記第 1、第 t 、及び第 n のポンプの動作時、前記第 3 領域および前記第

2 t + 1 領域の圧力が前記第 2 領域の圧力よりも低 く、前記第 2 t 領域および

前記第 2 n 領域の圧力が前記第 1領域の圧力よりも高いとき、前記第 3 領域

および前記第 2 t + 1 領域のそれぞれと前記第 2 領域 とを遮断するとともに前

記第 2 t 領域および前記第 2 n 領域のそれぞれと前記第 1領域 とを遮断 し、

前記第 3 領域および前記第 2 t + 1 領域のそれぞれと前記第 2 t 領域および前

記第 2 n 領域のそれぞれとを連通するよう、前記筐体に固定されている。

[0066] この構成において流出口は、気体を貯蔵する貯蔵部に接続される。 この構

成では前記 （6 ) と同様に、貯蔵部の圧力が低い間、 n 個のポンプが並列に

接続され、貯蔵部の圧力が高 くなると、 n 個のポンプが直列に接続される。

[0067] よって、 この構成においても、第 1、第 t 、第 n ポンプの並列接続時にお

いて、低いポンプ圧力下で多 くの流量を得ることができる。 また、第 1、第

t 、第 n ポンプの直列接続時において、少ない流量下で高いポンプ圧力を得

ることができる。すなわち、 これ らの両方の特性を実現することができる。

[0068] また、気体制御装置の各領域の圧力変化に併せたダイヤフラムの変位によ

つて、第 1、第 t 、第 n ポンプが徐々に並列接続か ら直列接続に切 り替わる

ため、大流量特性か ら高ポンプ圧力特性へスムーズに移行する。

[0069] また、 この構成では、柔軟なダイヤフラムと筐体 とが密着するため漏気が

発生 しない。 また、ダイヤフラムと筐体 との密着及び離間の際に摺動が発生

しないので、ダイヤフラムと筐体 との間にグリスを設ける必要がない。その

ため、気体への不純物の混入を抑制することができる。

[0070] また、 この構成の気体制御装置は、ダイヤフラムが筐体に固定される簡易

な構造を有するため、ポンプの能力 （流量 と圧力）を維持 しつつ小型低背化

を図ることができる。

[0071 ] したがって、 この構成によれば、前記 （6 ) と同様の効果を奏する。



発明の効果
[0072] 本発明によれば、複数のポンプの接続を、直列接続または並列接続に切り

替えることが可能で、不純物の気体への混入を抑制することができる小型低

背の気体制御装置を提供することができる。

図面の簡単な説明

[0073] [ 図1] 本発明の第 1実施形態に係る気体制御装置 1 0 0 に備えられる各部材の

接続関係を示すプロック図である。

[図2] 第 1実施形態に係る気体制御装置 1 0 0 の概念図である。

[図3] 第 1実施形態の変形例に係る気体制御装置 1 0 0 ' の概念図である。

[図4] 第 1実施形態に係る気体制御装置 1 0 0 の外観斜視図である。

[図5] 第 1実施形態に係る気体制御装置 1 0 0 の分解斜視図である。

[図6] 第 1実施形態に係る気体制御装置 1 0 0 の、図4 に示すT _ T 線におけ

る断面図である。

[図7] 第 1実施形態に係る第 1圧電ポンプ 1 0 1 の分解斜視図である。

[図8] 第 1実施形態に係る第 1圧電ポンプ 1 0 1 の主要部の断面図である。

[図9] 第 1実施形態に係る第 1圧電ポンプ 1 0 1、第 2 圧電ポンプ 1 0 2 の並

列接続時における気体制御装置 1 0 0 内の空気の流れを示す断面図である。

[図10] 第 1実施形態に係る第 1圧電ポンプ 1 0 1、第 2 圧電ポンプ 1 0 2 の

直列接続時における気体制御装置 1 0 0 内の空気の流れを示す断面図である

[図11] 本発明の第 2 実施形態に係る気体制御装置 2 0 0 に備えられる各部材

の接続関係を示すプロック図である。

[図12] 本発明の第 2 実施形態の変形例に係る気体制御装置 2 0 0 ' に備えら

れる各部材の接続関係を示すプロック図である。

[図13] 本発明の第3 実施形態に係る気体制御装置 3 0 0 の断面図である。

[図14]第3 実施形態に係る第 1圧電ポンプ 1 0 1、第 2 圧電ポンプ 1 0 2 の

並列接続時における気体制御装置 3 0 0 内の空気の流れを示す断面図である



[ 図15] 第 3 実施形態に係る第 1圧電ポンプ 1 0 1、第 2 圧電ポンプ 1 0 2 の

直列接続時における気体制御装置 3 0 0 内の空気の流れを示す断面図である

[ 図16] 第 3 実施形態に係る第 1圧電ポンプ 1 0 1、第 2 圧電ポンプ 1 0 2 が

動作を停止 した直後における気体制御装置 3 0 0 内の空気の流れを示す断面

図である。

[ 図17] 図 1 7 ( A ) は、特許文献 1 の 2 段式真空ポンプ 1 内における、ボン

プ4 、 5 の並列接続時の空気の流れを示す説明図である。図 1 7 ( B ) は、

特許文献 1 の 2 段式真空ポンプ 1 内における、ポンプ4 、 5 の直列接続時の

空気の流れを示す説明図である。

[ 図18] 特許文献 1 に係る切替弁 9 の断面図である。

発明を実施するための形態
[0074] 《第 1実施形態》

本発明の第 1実施形態に係る気体制御装置 1 0 0 について以下説明する。

[0075] 図 1 は、本発明の第 1実施形態に係る気体制御装置 1 0 0 に備えられる第

圧電ポンプ 1 0 1、第 2 圧電ポンプ 1 0 2 、第 1 の逆止弁 1 0 3 、第 2 の

逆止弁 1 0 4 、切替弁 1 0 5 、流入口2 8 、 2 9 及び流出口 1 9 の接続関係

を示すプロック図である。図 2 は、気体制御装置 1 0 0 の概念図である。図

4 は、気体制御装置 1 0 0 の外観斜視図である。図 5 は、気体制御装置 1 0

0 の分解斜視図である。図 6 は、気体制御装置 1 0 0 の図4 に示す丁_ 丁線

における断面図である。まず、図 1、図 2 を用いて、気体制御装置 1 0 0 の

概略構成について以下説明する。

[0076] なお、本発明の 「第 1 の筐体」が下部筐体 2 0 に相当し、本発明の 「第 2

の筐体」が上部筐体 1 0 に相当し、 「筐体」が下部筐体 2 0 および上部筐体

0 に相当する。また、本発明の 「第 1 の弁室」が第 1弁室 1 5 3 、 「第 2

の弁室」が第 2 弁室 1 5 6 、 「第 3 の弁室」が第 3 弁室 1 3 3 、 「第4 の弁

室」が第4 弁室 1 2 1、 「第 5 の弁室」が第 5 弁室 1 4 3 、 「第 6 の弁室」

が第 6 弁室 1 4 6 に相当する。



[0077] また、本発明の 「第 1領域」は、第 2 弁室 1 5 6 、第 3 弁室 1 3 3 、第 8

弁室 1 1 6 、連通孔 1 7 、及び流入室 1 1 1 で構成される第 1領域 1 に相当

する。本発明の 「第 2 領域」は、流出室 1 2 2 、連通孔 1 6 、及び第 6 弁室

4 6 で構成される第 2 領域 2 に相当する。本発明の 「第 3 領域」は、第 1

弁室 1 5 3 、第 7 弁室 1 1 2 、連通孔 2 6 、第 5 弁室 1 4 3 、連通孔 2 7 で

構成される第 3 領域 3 に相当する。本発明の 「第 4 領域」は、連絡路 1 2 4

、連通孔 2 5 、第 4 弁室 1 2 1 で構成される第 4 領域 4 に相当する。

[0078] また、本発明の 「第 1 の弁座」が第 1 の弁座 1 5 2 に相当する。本発明の

「第 2 の弁座」が第 2 の弁座 1 3 2 に相当する。本発明の 「第 3 の弁座」が

第 3 の弁座 1 4 2 に相当する。

[0079] 気体制御装置 1 0 0 は、図 1 、図 2 に示すように、流入口 2 8 、 2 9 、及

び流出口 1 9 を備える筐体 1 1 0 と、第 1 圧電ポンプ 1 0 1 と、第 2 圧電ポ

ンプ 1 0 2 と、第 1 の逆止弁 1 0 3 と、第 2 の逆止弁 1 0 4 と、切替弁 1 0

5 と、 を有する。流出口 1 9 は、例えば貯蔵部に接続される。

[0080] 第 1 圧電ポンプ 1 0 1 は、流入口 2 9 と接続された吸入孔 と、第 2 の逆止

弁 1 0 4 と接続された吐出孔 と、を有する。

[0081 ] 第 2 圧電ポンプ 1 0 2 は、第 1 の逆止弁 1 0 3 と接続された吸入孔 と、流

出口 1 9 と接続された吐出孔 と、を有する。

[0082] 切替弁 1 0 5 は、第 1 圧電ポンプ 1 0 1 における吐出孔 と第 2 圧電ポンプ

0 2 における吸入孔 との間に設けられている。切替弁 1 0 5 は、第 1 のダ

ィャフラム 3 0 A と、第 1 のダイヤフラム 3 0 A によって仕切 られた第 1 弁

室 1 5 3 及び第 2 弁室 1 5 6 と、第 1 のダイヤフラム 3 0 A へ突出 して第 1

弁室 1 5 3 に設けられている第 1 の弁座 1 5 2 とを備える。

[0083] 第 1 のダイヤフラム 3 0 A は、第 1 の弁座 1 5 2 と当接する領域を有する

。第 1 の弁座 1 5 2 は、第 2 圧電ポンプ 1 0 2 の吸入孔 と接続される開口 1

2 6 を有する。切替弁 1 0 5 において、第 1 弁室 1 5 3 は第 1 圧電ポンプ 1

0 1 の吐出孔 と接続されている。切替弁 1 0 5 において、第 2 弁室 1 5 6 は

例えば大気開放されている通気口 1 8 と接続されている。さらに、第 1 の弁



座 1 5 2 は、第 1 のダイヤフラム 3 O A を与圧するように、筐体 1 1 0 に設

けられている。

[0084] 切替弁 1 0 5 は、第 1 のダイヤフラム 3 0 A の両主面に加わる力の差によ

つて、第 1圧電ポンプ 1 0 1 の吐出孔と、第 2 圧電ポンプ 1 0 2 の吸入孔と

の接続と遮断とを切 り替える。

[0085] 第 1 の逆止弁 1 0 3 は、流入口2 8 と第 2 圧電ポンプ 1 0 2 の吸入孔との

間に設けられている。第 1 の逆止弁 1 0 3 は、流入口2 8 から第 2 圧電ポン

プ 1 0 2 の吸入孔への気体の流れを許可 し、第 2 圧電ポンプ 1 0 2 の吸入孔

から流入口2 8 への気体の流れを遮断する逆止弁である。

[0086] 第 1 の逆止弁 1 0 3 は、第 2 のダイヤフラム 3 0 B と、第 2 のダイヤフラ

厶 3 0 B によって仕切 られた第 3 弁室 1 3 3 及び第4 弁室 1 2 1 と、第 2 の

ダイヤフラム 3 0 B側へ突出して第 3 弁室 1 3 3 に設けられている第 2 の弁

座 1 3 2 とを備える。第 2 のダイヤフラム 3 0 B は、第 2 の弁座 1 3 2 の突

出方向の先端部と当接する領域を有 し、該領域の一部に貫通孔 3 2 が設けら

れている。第 3 弁室 1 3 3 は流入口2 8 と接続され、第4 弁室 1 2 は第 2

圧電ポンプ 1 0 2 の吸入孔と接続されている。さらに、第 2 の弁座 1 3 2 は

、第 2 のダイヤフラム 3 0 B を与圧するように、筐体 1 1 0 に設けられてい

る。

[0087] 第 1 の逆止弁 1 0 3 は、第 2 のダイヤフラム 3 0 B の両主面に加わる力の

差によって、流入口2 8 と第 2 圧電ポンプ 1 0 2 の吸入孔との接続と遮断と

を切 り替える。

[0088] —方、第 2 の逆止弁 1 0 4 は、第 1圧電ポンプ 1 0 1 の吐出孔と流出口 1

9 との間に設けられている。第 2 の逆止弁 1 0 4 は、第 1圧電ポンプ 1 0 1

の吐出孔から流出口 1 9 への気体の流れを許可 し、流出口 1 9 から第 1圧電

ポンプ 1 0 1 の吐出孔への気体の流れを遮断する逆止弁である。

[0089] 第 2 の逆止弁 1 0 4 は、第 3 のダイヤフラム 3 0 C と、第 3 のダイヤフラ

厶 3 0 C によって仕切 られた第 5 弁室 1 4 3 及び第 6 弁室 1 4 6 と、第 3 の

ダイヤフラム 3 0 C側へ突出して第 5 弁室 1 4 3 に設けられている第 3 の弁



座 1 4 2 とを備える。第 3 のダイヤフラム 3 O C は、第 3 の弁座 1 4 2 の突

出方向の先端部 と当接するを有 し、該領域の一部に貫通孔 4 2 が設けられて

いる。第 5 弁室 1 4 3 は第 1 圧電ポンプ 1 0 1 の吐出孔 と接続され、第 6 弁

室 1 4 6 は流出口 1 9 と接続されている。さらに、第 3 の弁座 1 4 2 は、第

3 のダイヤフラム 3 0 C を与圧するように、筐体 1 1 0 に設けられている。

[0090] 第 2 の逆止弁 1 0 4 は、第 3 のダイヤフラム 3 0 C の両主面に加わる力の

差によって、第 1 圧電ポンプ 1 0 1 の吐出孔 と流出口 1 9 との接続 と遮断と

を切 り替える。

[0091 ] なお、 この実施形態では、第 1 のダイヤフラム 3 0 A 、第 2 のダイヤフラ

厶 3 B 、及び第 3 のダイヤフラム 3 O C は、共通の 1枚のダイヤフラム 3 0

によって構成されているが、 これに限るものではない。実施の際は、図 3 に

示すように、第 1 のダイヤフラム 3 0 A 、第 2 のダイヤフラム 3 B 、及び第

3 のダイヤフラム 3 0 C が、 3 枚のダイヤフラムによって構成されていても

よい。

[0092] 次 に、図 4 〜図 6 を用いて、気体制御装置 1 0 0 の具体的な構成について

以下説明する。

[0093] 気体制御装置 1 0 0 は、図 4 〜図 6 に示すように、筐体 1 1 0 と、第 1 の

逆止弁 1 0 3 と、第 2 の逆止弁 1 0 4 と、切替弁 1 0 5 と、第 1 圧電ポンプ

1 0 1 と、第 2 圧電ポンプ 1 0 2 と、か ら構成されている。

[0094] 第 1 の逆止弁 1 0 3 、第 2 の逆止弁 1 0 4 、及び切替弁 1 0 5 は、筐体 1

0 及びダイヤフラム 3 0 によって構成されている。すなわち、前述 した第

1 ない し第 6 の弁室 1 5 3 、 1 5 6 、 1 3 3 、 1 2 1、 1 4 3 、 1 4 6 と第

7 弁室 1 1 2 、第 8 弁室 1 1 6 とは、筐体 1 1 0 及びダイヤフラム 3 0 によ

つて構成されている。

[0095] また、第 1 の弁座 1 5 2 、第 2 の弁座 1 3 2 、及び第 3 の弁座 1 4 2 は、

共通の筐体 1 1 0 によって構成されている。 また、ダイヤフラム 3 0 は、第

1 の ダイヤフラム 3 0 A 、第 2 の ダイヤフラム 3 0 B 、第 3 の ダイヤフラム

3 0 C 、及び第 4 のダイヤフラム 3 0 D を有する。すなわち、第 1 のダイヤ



フラム 3 0 A 、第 2 のダイヤフラム 3 0 B、第 3 のダイヤフラム 3 O C、及

び第4 のダイヤフラム 3 0 D は、共通の 1枚のダイヤフラム 3 0 によって構

成されている。

[0096] 筐体 1 1 0 は、上部筐体 1 0 と、下部筐体 2 0 とから構成されている。上

部筐体 1 0 と下部筐体 2 0 とは例えば樹脂からなる。図 5 、図 6 に示すよう

に、上部筐体 1 0 の内部には、詳細を後述する第 2 圧電ポンプ 1 0 2 が配置

されており、下部筐体 2 0 の内部には、詳細を後述する第 1圧電ポンプ 1 0

が配置されている。

[0097] なお、図 6 では気体制御装置 1 0 0 の構造を見易くするため便宜上、上部

筐体 1 0 を蓋部 1 1 と中間部 1 2 と第 1挟持部 1 3 の 3 層に分けて表示 し、

下部筐体 2 0 を第 2 挟持部 2 と底板 2 2 の 2 層に分けて表示 している。そ

して、図 6 において各層の間の境界線を点線で示 している。

[0098] 図 6 に示すように、上部筐体 1 0 には、貯蔵部 1 0 9 のゴム管 1 0 9 A に

接続され、筐体 1 1 0 内の空気をゴム管 1 0 9 A を介 して貯蔵部 1 0 9 へ流

出させる流出口 1 9 と、この流出口 1 9 に連通する直方体状の流出室 1 2 2

と、この流出室 1 2 2 と第 6 弁室 1 4 6 を連通する連通孔 1 6 と、上部筐体

1 0 の外部に連通する通気口 1 8 と、後述の第 2 弁室 1 5 6 と第 8 弁室 1 1

6 を連通する連通孔 1 7 と、が設けられている。貯蔵部 1 0 9 は、例えばビ

—チボールやゴムボ一 卜、風船人形のような玩具やタイヤである。

[0099] 下部筐体 2 0 には、下部筐体 2 0 外部の空気を筐体 1 1 0 内部へ流入させ

る流入口2 8 、 2 9 と、この流入口2 9 に連通 し、第 1圧電ポンプ 1 0 1 を

収納する直方体状の流入室 1 1 1 と、第 5 弁室 1 4 3 と第 7 弁室 1 1 2 を連

通する連通孔 2 6 と、第 1弁室 1 5 3 と第 7 弁室 1 1 2 を連通する連通孔 2

7 と、開口 1 2 6 と、ダイヤフラム 3 0 の孔 3 5 を介 して第4 弁室 1 2 1 に

連通する連絡路 1 2 4 と、開口 1 2 6 及び連絡路 1 2 4 を連通する連通孔 2

5 と、開口 1 2 6 の周囲においてダイヤフラム 3 0 側へ突出した円筒状の第

1 の弁座 1 5 2 と、ダイヤフラム 3 0 側へ突出した第 2 の弁座 1 3 2 、第 3

の弁座 1 4 2 と、が設けられている。第 1 の弁座 1 5 2 、第 2 の弁座 1 3 2



、及び第 3 の弁座 1 4 2 は、 ダイヤフラム 3 0 を与圧するように、下部筐体

2 0 に設 け られている。

[01 00] ダイヤフラム 3 0 は、板状の薄膜か らな り、可撓性 を有する。 ダイヤフラ

厶 3 0 は、パ ッキン P を介 して上部筐体 1 0 及び下部筐体 2 0 に両面か ら挟

持 され、第 1 の弁座 1 5 2 、第 2 の弁座 1 3 2 、及び第 3 の弁座 1 4 2 に当

接 して上部筐体 1 0 及び下部筐体 2 0 に固定されている。

[01 0 1 ] これ によ り、 ダイヤフラム 3 0 は、上部筐体 1 0 、下部筐体 2 0 内を分割

し、 リング状の第 1 弁室 1 5 3 と円柱状の第 2 弁室 1 5 6 と リング状の第 3

弁室 1 3 3 と直方体状の第 4 弁室 1 2 と リング状の第 5 弁室 1 4 3 と円柱

状の第 6 弁室 1 4 6 と直方体状の第 7 弁室 1 1 2 と円柱状の第 8 弁室 1 1 6

とを、上部筐体 1 0 及び下部筐体 2 0 とともに構成 している。

[01 02] なお、 ダイヤフラム 3 0 は、例 えばエチ レンプロピレンゴムまたはシ リコ

— ンゴム等の弾性部材で構成 されている。 ダイヤフラム 3 0 は、常温 よ り高

い温度で上部筐体 1 0 及び下部筐体 2 0 に両面か ら押圧 されて挟持 されてい

る。 このように形成 しているので、 ダイヤフラム 3 0 が上部筐体 1 0 、下部

筐体 2 0 によって圧接 され、 ダイヤフラム 3 0 と上部筐体 1 0 、下部筐体 2

0 との当接部分の密着性が高 くなる。 そのため、空気がダイヤフラム 3 0 と

上部筐体 1 0 、下部筐体 2 0 との間を通過 して外側へ漏れることを抑制で き

る。

[01 03] 第 1 弁室 1 5 3 及び第 2 弁室 1 5 6 を構成するダイヤフラム 3 O A は、 円

筒状の第 1 の弁座 1 5 2 に当接 し、切替弁 1 0 5 を上部筐体 1 0 及び下部筐

体 2 0 とともに構成する。第 3 弁室 1 3 3 及び第 4 弁室 1 2 を構成するダ

ィャフラム 3 0 B は、第 2 の弁座 1 3 2 に当接 し、第 1 の逆止弁 1 0 3 を上

部筐体 1 0 及び下部筐体 2 0 とともに構成する。 また、第 5 弁室 1 4 3 及び

第 6 弁室 1 4 6 を構成するダイヤフラム 3 0 C は、第 3 の弁座 1 4 2 に当接

し、第 2 の逆止弁 1 0 4 を上部筐体 1 0 及び下部筐体 2 0 とともに構成する

[01 04] 第 7 弁室 1 1 2 は、連通孔 2 6 を介 して第 5 弁室 1 4 3 に連通するととも



に、連通孔 2 7 を介 して第 1 弁室 1 5 3 に連通 している。 また、第 8 弁室 1

6 は、連通孔 1 7 を介 して第 2 弁室 1 5 6 に連通するとともに、通気 口 1

8 を介 して下部筐体 2 0 外部 に連通 している。 このため、第 2 弁室 1 5 6 及

び第 8 弁室 1 1 6 の空気圧は常に大気圧 となる。

[01 05] ここで、第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 、第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 の構造 について詳

述する。図 7 は、本発明の第 1 実施形態の気体制御装置 1 0 0 に備 え られる

第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 の分解斜視図である。図 8 は、図 7 に示す第 1 圧電ポ

ンプ 1 0 1 の主要部の断面図である。第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 は、基板 9 1 、

可撓板 5 1 、 スぺ一サ 5 3 A 、補強板 4 3 、振動板ユニ ッ ト6 0 、圧電素子

4 4 、 スぺ一サ 5 3 B 、電極導通用板 7 0 、 スぺ一サ 5 3 C 及び蓋部 5 4 を

備 え、 それ らを順 に積層 した構造 を有 している。

[01 06] なお、第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 は、第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 と同 じ構造 を有 し

ているため、説明を省略する。

[01 07] 円板状の振動板 4 の上面 には圧電素子 4 4 が貼着 され、振動板 4 の下

面 には補強板 4 3 が貼着 されて、振動板 4 と圧電素子 4 4 と補強板 4 3 と

によってァクチ ユエ 一 タ 4 0 が構成 される。圧電素子 4 4 は、例 えばチタン

酸 ジル コン酸鉛系セラミックスか らなる。 ここで、振動板 4 1 を圧電素子 4

4 および補強板 4 3 よ りも線膨張係数の大 きな金属板 と しておき、接着時に

加熱硬化 させることによ り、全体が反 ることな く、圧電素子 4 4 に適切な圧

縮応力を残留 させることがで き、圧電素子 4 4 の割れを防止で きる。例 えば

、振動板 4 を リン青銅 （C 5 2 1 0 ) や ステ ン レス ス チ ール S U S 3 0

な ど線膨張係数の大 きな材料 と し、補強板 4 3 を 4 2 ニ ッケル または 3 6 二

ッケル またはステ ンレススチール S U S 4 3 0 な どとするのがよい。 この場

合スぺ一サ 5 3 B の厚 さは、圧電素子 4 4 の厚 さと同 じか、少 し厚 くしてお

くとよい。

[01 08] なお、振動板 4 1 、圧電素子 4 4 、補強板 4 3 については、上か ら圧電素

子 4 4 、補強板 4 3 、振動板 4 1 の順 に配置 してもよい。 この場合 も圧電素

子 4 4 に適切な圧縮応力が残留するように、補強板 4 3 、振動板 4 1 の材質



を逆 にすることで線膨張係数が調整 されている。

[01 09] 振動板 4 の周囲には枠板 6 が設 け られていて、振動板 4 は枠板 6

に対 して連結部 6 2 で連結 されている。連結部 6 2 は例 えば リング状 に設 け

られてお り、小さなパネ定数の弾性 をもたせて弾性構造 と している。

[01 10] したが って振動板 4 は二つの連結部 6 2 で枠板 6 に対 して 2 点で柔軟

に支持 されている。 そのため、振動板 4 1 の屈曲振動 を殆 ど妨 げない。すな

わち、 ァクチ ユ エ 一 タ 4 0 の周辺部が （勿論 中心部 も）実質的に拘束 されて

いない状態 とな っている。

[01 11] なお、 スぺ一サ 5 3 A は可撓板 5 1 と一定の隙間をあけてァクチユエ一タ

4 0 を保持するために設 け られる。枠板 6 には電気的に接続するための外

部端子 6 3 が設 け られている。

[01 12] 振動板 4 1 、枠板 6 1 、連結部 6 2 及び外部端子 6 3 は金属板の打ち抜 き

加工 によ り成形 されていて、 これ らによって振動板ュニ ッ 卜6 0 が構成 され

ている。

[01 13] 枠板 6 の上面 には、樹脂製のスぺ一サ 5 3 B が接着固定されている。 ス

ぺ一サ 5 3 B の厚 さは圧電素子 4 4 と同 じか少 し厚 く、ポ ンプ筐体 8 0 の一

部 を構成するとともに、次 に述べ る電極導通用板 7 0 と振動板ュニ ッ 卜6 0

とを電気的に絶縁する。

[01 14] スぺ一サ 5 3 B の上 には、金属製の電極導通用板 7 0 が接着固定されてい

る。電極導通用板 7 0 は、 ほぼ円形 に開口 した枠部位 7 1 と、 この開口内に

突出する内部端子 7 3 と、外部へ突出する外部端子 7 2 とで構成 されている

[01 15] 内部端子 7 3 の先端 は圧電素子 4 4 の表面 にはんだ付 けされる。 はんだ付

け位置 をァクチ ユ エ 一 タ 4 0 の屈曲振動の節 に相 当する位置 とすることによ

り内部端子 7 3 の振動は抑制で きる。

[01 16] 電極導通用板 7 0 の上 には、樹脂製のスぺ一サ 5 3 C が接着固定される。

スぺ一サ 5 3 C は ここでは圧電素子 4 4 と同程度の厚 さを有する。 スぺ一サ

5 3 C は、 ァクチユエ一夕が振動 した ときに、 内部端子 7 3 のはんだ部分が



、蓋部 5 4 に接触 しないようにするためのスぺ一サである。 また、圧電素子

4 4 表面が蓋部 5 4 に過度 に接近 して、空気抵抗 によ り振動振幅の低下する

ことを防止する。 そのため、 スぺ一サ 5 3 C の厚 さは、前述の通 り、圧電素

子 4 4 と同程度の厚 さであればよい。

[01 17] 蓋部 5 4 は吐出孔 5 5 を有 してお り、 スぺ一サ 5 3 C の上部 に被せ られ、

ァクチユエ一タ 4 0 の周囲を覆 う。吐出孔 5 5 は、蓋部 5 4 を含むポ ンプ筐

体 8 0 内の正圧 を開放するためのものであるので、 この機能 を果た し得 る限

り、蓋部 5 4 の どの位置 に設 け られていてもよい。

[01 18] —方、可撓板 5 1 の中心 には吸引孔 5 2 が設 け られている。 この可撓板 5

1 と振動板ュニ ッ 卜6 0 との間に、補強板 4 3 の厚みへ数 1 O m程度加え

た厚みを有するスぺ一サ 5 3 A が揷入されている。振動板 4 は枠板 6 に

拘束 されているわけではないが、連結部 6 2 (パ ネ端子）の拘束の影響 を多

少受ける。 そのため、 このようにスぺ一サ 5 3 A を揷入することで、吐出孔

5 5 側 に加わる圧力が低 いときには、積極 的に可撓板 5 と振動板 4 との

隙間を確保 して吐出流量 を増大することがで きる。 また、 スぺ一サ 5 3 A を

揷入 した場合でも、吐出孔 5 5 側 に加わる圧力が高いときには連結部 6 2 (

パ ネ端子）がたわんで、 ァクチユエ一タ 4 0 と可撓板 5 1 との対向領域の隙

間が自動的に減少 し、高い圧力で動作することが可能である。

[01 19 ] なお、図 7 に示 した例では、連結部 6 2 を二箇所 に設 けたが、三箇所以上

に設 けてもよい。

[01 20] 可撓板 5 の下部 には、 中心 に円筒形の開口部 9 2 が設 け られた基板 9

が設 け られている。可撓板 5 の一部 は基板 9 の開口部 9 2 で露出する。

この円形の露出部 は、 ァクチユエ一タ 4 0 の振動 に伴 う圧力変動 によ り、 ァ

クチユエ一タ 4 0 と実質的に同一周波数で振動することがで きる。 この可撓

板 5 と基板 9 との構成 によ り、可撓板 5 のァクチユエ一タ対向領域の

中心又は中心付近は屈曲振動可能な可動部であ り、周辺部 は実質的に拘束 さ

れた固定部 となる。 この円形の可動部の固有振動数 は、 ァクチユエ一タ 4 0

の駆動周波数 と同一か、やや低 い周波数 になるように設計 している。



[01 2 1 ] 従 って、 ァクチ ユ エ 一 タ 4 0 の振動 に呼応 して、吸引孔 5 2 を中心 と した

可撓板 5 の露出部 も大 きな振幅で振動する。可撓板 5 の振動位相がァク

チ ユ エ 一 タ 4 0 の振動位相 よ りも遅れた （例 えば 9 0 ° 遅れの）振動 となれ

ば、可撓板 5 とァクチ ユ エ 一 タ 4 0 との間の隙間空間の厚 さ変動が実質的

に増加する。 その ことによってポ ンプの能力をよ り向上 させることがで きる

[01 22] ここで、空気充填時における気体制御装置 1 0 0 の動作 について説明する

[01 23] 図 9 は、図 6 に示す第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 、第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 の並列

接続時における気体制御装置 1 0 0 内の空気の流れを示す断面図である。図

0 は、図 6 に示す第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 、第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 の直列接

続時における気体制御装置 1 0 0 内の空気の流れを示す断面図である。

[01 24] 気体制御装置 1 0 0 では、第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 、第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2

が動作 を開始すると、第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 、第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 が並列

に接続 され、貯蔵部 1 0 9 内の圧力が一定圧力 （例 えば 1 5 k P a) を超 える

と、第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 、第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 が直列に接続 される。

[01 25] 詳述すると、気体制御装置 1 0 0 は、貯蔵部 1 0 9 への空気の充填 を開始

するとき、第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 、第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 を駆動 させる。

[01 26] 第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 、第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 が駆動 を開始すると、第 4

弁室 1 2 1 の空気が第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 のポ ンプ室 4 5 へ吸引されて、第

2 圧電ポ ンプ 1 0 2 のポ ンプ室 4 5 か ら流出室 1 2 2 を介 して貯蔵部 1 0 9

へ吐出される。

[01 27] これ によ り、第 4 弁室 1 2 1 の圧力が低 くな り、貯蔵部 1 0 9 の圧力が外

気圧 よ り高 くなる。同時に、筐体 1 1 0 の外部の空気が流入 口 2 9 と流入室

1 を介 して第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 のポ ンプ室 4 5 へ吸引されて、第 1 圧

電ポ ンプ 1 0 1 のポ ンプ室 4 5 か ら第 7 弁室 1 1 2 へ吐出される。 これによ

り、第 7 弁室 1 1 2 と第 5 弁室 1 4 3 と第 1 弁室 1 5 3 との圧力が外気圧 よ

りも高 くなる。



[01 28] この結果、第 1 の逆止弁 1 0 3 においては、第 4 弁室 1 2 1 の圧力が第 3

弁室 1 3 3 の圧力よ りも低 くなるため、第 2 のダイヤフラム 3 0 B が第 2 の

弁座 1 3 2 か ら離間 して、第 2 のダイヤフラム 3 0 B の孔 3 2 を介 して第 3

弁室 1 3 3 と第 4 弁室 1 2 1 とを連通 させる。

[01 29] また、第 2 の逆止弁 1 0 4 においては、第 5 弁室 1 4 3 の圧力が第 6 弁室

4 6 の圧力よ りも高 くなるため、第 3 のダイヤフラム 3 O C が第 3 の弁座

4 2 か ら離間 して、第 3 のダイヤフラム 3 O C の孔 4 2 を介 して第 5 弁室

4 3 と第 6 弁室 1 4 6 とを連通 させる。

[01 30] なお、切替弁 1 0 5 では、第 1 のダイヤフラム 3 0 A の一方主面 に加わる

第 2 の弁室 1 5 6 の圧力 と面積の積か らなる力が、第 1 のダイヤフラム 3 0

A の他方主面 に加わる第 1 の弁室 1 5 3 の圧力及び開口 1 2 6 の圧力 と面積

の積か らなる力よ りも高い。 このため、第 1 のダイヤフラム 3 0 A が第 1 の

弁座 1 5 2 と当接 し、第 1 弁室 1 5 3 と第 2 弁室 1 5 6 とは遮断されている

[01 3 1 ] すなわち、気体制御装置 1 0 0 では、第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 、第 2 圧電ポ

ンプ 1 0 2 の駆動開始時に、第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 、第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2

が並列に接続 される （図 9 参照）。

[01 32] この並列接続時では、外気が流入 口 2 9 と流入室 1 1 1 を介 して第 1 圧電

ポ ンプ 1 0 1 のポ ンプ室 4 5 へ吸引されて、第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 のポ ンプ

室 4 5 か ら第 7 弁室 1 1 2 へ吐出され、第 5 弁室 1 4 3 と第 6 弁室 1 4 6 を

経由 して流出室 1 2 2 へ流入する。 また、外気が流入 口 2 8 と第 3 弁室 1 3

3 と第 4 弁室 1 2 を介 して第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 のポ ンプ室 4 5 へ吸引さ

れて、第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 のポ ンプ室 4 5 か ら流出室 1 2 2 へ吐出される

。 そ して、合流 した流出室 1 2 2 の空気が流出口 1 9 か ら貯蔵部 1 0 9 へ送

出される。第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 、第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 が並列に接続 され

た状態で貯蔵部 1 0 9 への空気の充填が行われると、徐 々に貯蔵部 1 0 9 内

の圧力 （空気圧）が高 まってい く。

[01 33] これ によ り、貯蔵部 1 0 9 内に連通する第 6 弁室 1 4 6 の圧力も高 まって



いき、第 1 弁室 1 5 3 、第 4 弁室 1 2 及び開口 1 2 6 の圧力も高 まってい

[01 34] この結果、第 2 の逆止弁 1 0 4 においては、第 5 弁室 1 4 3 の圧力が第 6

弁室 1 4 6 の圧力よ りも高 くなるため、第 3 のダイヤフラム 3 O C が第 3 の

弁座 1 4 2 か ら当接 して、第 5 弁室 1 4 3 と第 6 弁室 1 4 6 との通気を遮断

する。

[01 35] 次 に、切替弁 1 0 5 においては、第 1 のダイヤフラム 3 0 A の他方主面 に

加わる第 1 の弁室 1 5 3 の圧力及び開口 1 2 6 の圧力 と面積の積か らなる力

が、第 1 のダイヤフラム 3 0 A の一方主面 に加わる第 2 の弁室 1 5 6 の圧力

と面積の積か らなる力よ りも高 くなる。 このため、第 1 のダイヤフラム 3 0

A が第 1 の弁座 1 5 3 か ら離間 し、第 1 の弁室 1 5 3 及び開口 1 2 6 を連通

させる。

[01 36] なお、切替弁 1 0 5 において、第 2 弁室 1 5 6 に加わる圧力を P 1 、 開口

1 2 6 に加わる圧力を P 2 、第 1 弁室 1 5 3 に加わる圧力を P O、第 2 弁室

1 5 6 に面する第 1 のダイヤフラム 3 0 A の面積 を A 1 、 開口 1 2 6 に面す

る第 1 のダイヤフラム 3 0 A の面積 を A 2 、第 1 弁室 1 5 3 に面する第 1 の

ダイヤフラム 3 O A の面積 を A O と した とき、切替弁 1 0 5 が開放する条件

は、 P 1 X A 1 > P 0 X A 0 + P 2 X A 2 の式を満たす ときである。

[01 37] 次 に、第 1 の逆止弁 1 0 3 においては、第 4 弁室 1 2 1 の圧力が第 3 弁室

3 3 の圧力よ りも高 くなるため、第 2 のダイヤフラム 3 0 Β が第 2 の弁座

3 2 に当接 して、第 3 弁室 1 3 3 と第 4 弁室 1 2 1 との通気を遮断する。

[01 38] すなわち、貯蔵部 1 0 9 の圧力が高 まると、第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 、第 2

圧電ポ ンプ 1 0 2 が直列に接続 される （図 1 0 参照）。

[01 39] この直列接続時では、外気が流入 口 2 9 と流入室 1 1 1 を介 して第 1 圧電

ポ ンプ 1 0 1 のポ ンプ室 4 5 へ吸引されて、第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 のポ ンプ

室 4 5 か ら第 7 弁室 1 1 2 へ吐出され、第 1 弁室 1 5 3 、 開口 1 2 6 、連絡

路 1 2 4 及び連通孔 2 5 を経由 して第 4 弁室 1 2 1 へ流入する。 そ して、第

4 弁室 1 2 1 の空気が第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 のポ ンプ室 4 5 へ吸引されて、



第 2 圧電ポンプ 1 0 2 のポンプ室 4 5 か ら流出室 1 2 2 へ吐出される。そ し

て、流出室 1 2 2 の空気が流出口 1 9 か ら貯蔵部 1 0 9 へ送出され、貯蔵部

1 0 9 内の圧力 （空気圧）が目標圧力まで高まる。

[0140] 以上の構成では、貯蔵部 1 0 9 の圧力が低い間、 2 個の第 1 圧電ポンプ 1

0 1 、第 2 圧電ポンプ 1 0 2 が並列接続 となってお り、貯蔵部 1 0 9 の圧力

が高 くなると、第 1 圧電ポンプ 1 0 1 、第 2 圧電ポンプ 1 0 2 が直列接続へ

切 り替わる。

[0141 ] ここで、 2 個の第 1 圧電ポンプ 1 0 1 、第 2 圧電ポンプ 1 0 2 を並列に接

続 した場合の気体制御装置 1 0 0 の最大ポンプ圧力は、 2 個の第 1 圧電ポン

プ 1 0 1 、第 2 圧電ポンプ 1 0 2 の うち、単体での最大ポンプ圧力が高い方

のポンプのみを貯蔵部 1 0 9 に接続 した場合 と同 じであるが、最大流量は、

おのおののポンプの単体での最大ポンプ流量を合計 した流量 となる。一方、

2 個の第 1 圧電ポンプ 1 0 1 、第 2 圧電ポンプ 1 0 2 を直列に接続 した場合

の気体制御装置 1 0 0 の最大吐出流量は、 2 個の第 1 圧電ポンプ 1 0 1 、第

圧電ポンプ 1 0 2 の うち、単体での最大ポンプ流量が多い方のポンプを貯

蔵部 1 0 9 に接続 した場合 と同 じであるが、最大ポンプ圧力は、おのおのの

ポンプの単体での最大ポンプ圧力を合計 した圧力 となる。

[0142] また、貯蔵部 1 0 9 に空気が入 っていない動作の初期 には、ポンプ圧力は

低 くとも良いものの大 きな流量が必要になるが、 この実施形態の気体制御装

置 1 0 0 では、並列接続 により貯蔵部 1 0 9 のたるみが無 くなるまで空気を

大流量で貯蔵部 1 0 9 に送出することができる。そ して、空気が十分に入 り

、貯蔵部 1 0 9 の体積がほぼ一定で変化 しな くなる動作の後期 には、流量は

少な くてもよいものの高いポンプ圧力が必要になるが、 この実施形態の気体

制御装置 1 0 0 では、直列接続 により高圧縮の空気を充填することができる

[0143] よって、 この実施形態の気体制御装置 1 0 0 では、並列接続時における低

ポンプ圧力下での大流量特性 と、直列接続時における低流量下での高ボンプ

圧力特性 との両方を実現することができる。



[0144] また、図 1 7 に示す前記切替弁 9 のように弁体 9 2 5 のスライ ド移動によ

つて並列接続時の弁構造と直列接続時の弁構造とのいずれかに切り替わる二

値変化ではなく、各弁室の圧力変化に応 じたダイヤフラムの変位によって徐

々に並列接続から直列接続に切り替わるため、大流量特性から高ボンプ圧力

特性へスムーズに移行する。

[0145] また、この実施形態の気体制御装置 1 0 0 では、ダイヤフラム3 0 と上部

筐体 1 0 、下部筐体 2 0 との間にシール性向上の為のグリスが不要であるた

め、上部筐体 1 0 、下部筐体 2 0 内を空気が通過する時にグリスのオイルミ

ス トが該空気に混ざることが無い。そのため、この実施形態の気体制御装置

1 0 0 によれば、クリーンな空気を流出口 1 9 から送出できる。

[0146] したがって、気体制御装置 1 0 0 によれば、複数のポンプの接続を、直列

接続または並列接続に切り替えることが可能で、気体への不純物の混入を抑

制することができる。

[0147] また、気体制御装置 1 0 0 は、ダイヤフラム3 0 が上部筐体 1 0 、下部筐

体 2 0 に挟持される簡易な構造を有するため、ポンプの能力 （流量と圧力）

を維持 しつつ小型低背化を図ることができる。

[0148] また、この実施形態では、逆止弁 1 0 3 と逆止弁 1 0 4 と切替弁 1 0 5 と

が一枚のダイャフラム3 0 から一体設けられているため、ダイャフラムの枚

数が一枚で済む。そのため、この実施形態の気体制御装置 1 0 0 は安価に製

造できる。

[0149] 《第 2 実施形態》

図 1 1 は、本発明の第 2 実施形態の気体制御装置 2 0 0 に備えられる第 1

圧電ポンプ 1 0 1、第 2 圧電ポンプ 1 0 2 、第 3 圧電ポンプ2 0 2 、逆止弁

1 0 3 、 1 0 4 、 2 0 3 、 2 0 4 、切替弁 1 0 5 、 2 0 5 、流入口2 8 、 2

9 及び流出口 1 9 の接続関係を示すプロック図である。

[01 50] この実施形態の気体制御装置 2 0 0 は、圧電ポンプ2 0 2 と逆止弁 2 0 3

、 2 0 4 と切替弁 2 0 5 とを備える点で、図 5 に示 した気体制御装置 1 0 0

と相違する。その他の構成については同じである。ここで、第 3 圧電ポンプ



2 0 2 は、 図 7 、 図 8 に示す第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 と同 じ構造 を有 している

。 また、逆止弁 2 0 3 、 2 0 4 は、 図 5 、 図 6 に示す逆止弁 1 0 3 と同 じ構

造 を有 している。 また、切替弁 2 0 5 は、図 5 、 図 6 に示す切替弁 1 0 5 と

同 じ構造 を有 している。

[01 5 1 ] 以上の構成では、貯蔵部 1 0 9 の圧力が低 い間、 3 個 の第 1 圧電ポ ンプ 1

0 1 、第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 、及び第 3 圧電ポ ンプ 2 0 2 が並列に接続 され

、貯蔵部 1 0 9 の圧力が高 くなると、 3 個 の第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 、第 2 圧

電ポ ンプ 1 0 2 、及び第 3 圧電ポ ンプ 2 0 2 が直列に接続 される。

[01 52] ここで、 2 個 の第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 、第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 及び第 3 圧

電ポ ンプ 2 0 2 を並列に接続 した場合の気体制御装置 2 0 0 の最大ポ ンプ圧

力は、 3 個 の第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 、第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 及び第 3 圧電ポ

ンプ 2 0 2 の うち、単体での最大ポ ンプ圧力が最 も高いポ ンプのみを貯蔵部

1 0 9 に接続 した場合 と同 じであるが、最大流量は、 おのおののポ ンプの単

体での最大ポ ンプ流量 を合計 した流量 となる。一方、 3 個 の第 1 圧電ポ ンプ

1 0 1 、第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 及び第 3 圧電ポ ンプ 2 0 2 を直列に接続 した

場合の気体制御装置 2 0 0 の最大吐出流量は、 3 個 の第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1

、第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 及び第 3 圧電ポ ンプ 2 0 2 の うち、単体での最大ポ

ンプ流量が最 も多いポ ンプを貯蔵部 1 0 9 に接続 した場合 と同 じであるが、

最大ポ ンプ圧力は、 おのおののポ ンプの単体での最大ポ ンプ圧力を合計 した

圧力 となる。

[01 53] よ って、 この実施形態の気体制御装置 2 0 0 においても、並列接続時にお

ける低ポ ンプ圧力下で多 くの流量 を得 ることがで きる特性 と、直列接続時に

おける低流量下で高いポ ンプ圧力を得 ることがで きる特性 との両方 を実現す

ることがで きる。 また、各弁室の圧力変化 に併せたダイヤフラムの変位 によ

つて徐 々に並列接続か ら直列接続 に切 り替わるため、大流量特性か ら高ボ ン

プ圧力特性へスムーズに移行する。

[01 54] また、 この実施形態の気体制御装置 2 0 0 においても、柔軟なダイヤフラ

厶 3 0 と筐体 1 1 0 とが密着するため漏気が発生 しない。 また、 ダイヤフラ



厶 3 0 と筐体 1 1 0 との密着及び離間の際に摺動が発生 しないので、 ダイャ

フラム 3 0 と筐体 1 1 0 との間にグ リスを設 ける必要がない。 そのため、気

体への不純物の混入を抑制することがで きる。

[01 55] 従 って、 この実施形態の気体制御装置 2 0 0 によれば、気体制御装置 1 0

0 と同様の効果 を奏する。

[01 56] また、以上 よ り、図 1 2 に示すように n 段 の圧電ポ ンプを接続 した場合で

も、気体制御装置 1 0 0 と同様の効果 を奏する。

[01 57] 図 1 2 は、本発明の第 2 実施形態の変形例 に係 る気体制御装置 2 0 0 ' に

備 え られる第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 、第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 、第 n _ 1 圧電ポ

ンプ 7 0 2 、第 n 圧電ポ ンプ 8 0 2 、逆止弁 1 0 3 、 1 0 4 、 2 0 4 、 7 0

3 、 8 0 3 、 8 0 4 、切替弁 1 0 5 、 2 0 5 、 8 0 5 、流入 口 2 8 、 2 9 及

び流出口 1 9 の接続関係 を示すプロック図である。

[01 58] なお、図 1 2 では、 1 段 目の第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 を第 1 のポ ンプ、 2 段

目の第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 を第 2 のポ ンプ、 n _ 1 段 目の第 n _ 1 圧電ポ ン

プ 7 0 2 を第 n _ 1 のポ ンプ、 n 段 目の第 n 圧電ポ ンプ 8 0 2 を第 n のポ ン

プ、 と表記 している。同様 に、 1 段 目の切替弁 1 0 5 を第 1 切替弁 と、 2 段

目の切替弁 2 0 5 を第 2 切替弁 と、 n - 段 目の切替弁 8 0 5 を第 n _ 1 切

替弁 と、表記 している。同様 に、 1 段 目の逆止弁 1 0 3 を第 1 の逆止弁 と、

n - 段 目の逆止弁 7 0 3 を第 2 n _ 5 の逆止弁 と、 n 段 目の逆止弁 8 0 3

を第 2 n _ 3 の逆止弁 と、表記 している。 また、 1 段 目の逆止弁 1 0 4 を第

2 の逆止弁 と、 2 段 目の逆止弁 2 0 4 を第 4 の逆止弁 と、 n 段 目の逆止弁 8

0 4 を第 2 n _ 2 の逆止弁 と、表記 している。

[01 59] この構成 において、気体制御装置 2 0 0 ' は、流入 口 2 8 、 2 9 、及び流

出口 1 9 が設 け られた筐体 と、 ダイヤフラム と、第 1 ポ ンプと、第 t ポ ンプ

と、第 n ポ ンプと、 を備 える。 ここで、 t は 2 か ら n _ 1 までの整数であ り

、 n は 4 以上の整数である。

[01 60] 気体制御装置 2 0 0 ' の ダイヤフラムは、筐体内を分割 して筐体内に、流

入 口 2 8 、 2 9 に連通する第 1 領域 1 と、流出口 1 9 に連通する第 2 領域 2



と、第 3 領域 3 と、第 2 t 領域 と、第 2 t + 1 領域 と、第 2 η領域 2 η とを

形成する。

[01 6 1 ] ここで、第 1 ポ ンプと第 1 切替弁 と第 2 の逆止弁の間の領域 は第 3 領域 3

に相 当する。第 2 のポ ンプと第 1 切替弁 と第 1 の逆止弁の間の領域 は第 4 領

域 4 に相 当 し、第 2 のポ ンプと第 2 切替弁 と第 4 の逆止弁の間の領域 は第 5

領域 5 に相 当する。同様 に、第 η _ 1 ポ ンプと第 η _ 2 切替弁 と第 2 η _ 5

の逆止弁の間の領域 は第 2 η _ 2 領域 2 η _ 2 に相 当 し、第 η _ 1 ポ ンプと

第 η _ 1 切替弁 と第 2 η _ 2 の逆止弁の間の領域 は第 2 η _ 1 領域 2 η _ 1

に相 当する。第 η ポ ンプと第 η _ 切替弁 と第 2 η _ 3 の逆止弁の間の領域

は第 2 η領域 2 η に相 当する。

[01 62] 第 1 ポ ンプは、第 1 ポ ンプ室 と第 1 ポ ンプ室 を介 して互いに連通する第 1

吸引孔および第 1 吐出孔 とを有 し、第 1 吸引孔が第 1 領域 1 に連通 し、第 1

吐出孔が第 3 領域 3 に連通する。第 t ボ ンプは、第 t ポ ンプ室 と第 t ポ ンプ

室 を介 して互いに連通する第 t 吸引孔および第 t 吐出孔 とを有 し、第 t 吸引

孔が第 2 t 領域 に連通 し、第 t 吐出孔が第 2 t + 1 領域 に連通する。第 n ボ ン

プは、第 n ポ ンプ室 と第 n ポ ンプ室 を介 して互いに連通する第 n 吸引孔およ

び第 n 吐出孔 とを有 し、第 n 吸引孔が第 2 n 領域 2 n に連通 し、第 n 吐出孔

が第 2 領域 2 に連通する。

[01 63] そ して、気体制御装置 2 0 0 ' の ダイヤフラムは、第 1 、第 t 、第 n ボ ン

プの動作時、第 3 領域 3 および第 2 t + 1 領域 の圧力が第 2 領域 2 の圧力よ り

も高 く、第 2 t 領域 および第 2 n 領域 2 n の圧力が第 1 領域 1 の圧力よ りも

低 いとき、第 3 領域 3 および第 2 t + 1 領域 のそれぞれ と第 2 t 領域 および第

2 n 領域 2 n のそれぞれ とを遮断 して、第 3 領域 3 および第 2 t + 1 領域 のそ

れぞれ と第 2 領域 2 とを連通するとともに第 2 t 領域 および第 2 n 領域 2 n

のそれぞれ と第 1 領域 とを連通 し、第 3 領域 3 および第 2 t + 1 領域 の圧力が

第 2 領域 2 の圧力よ りも低 く、第 2 t 領域 および第 2 n 領域 2 n の圧力が第

領域 1 の圧力よ りも高いとき、第 3 領域 3 および第 2 t + 1 領域 のそれぞれ

と第 2 領域 2 とを遮断するとともに第 2 t 領域 および第 2 n 領域 2 n のそれ



ぞれ と第 1 領域 1 とを遮断 して、第 3 領域 3 および第 2 t + 1 領域 のそれぞれ

と第 2 t 領域 および第 2 n 領域 2 n のそれぞれ とを連通するよう、筐体 に固

定されている。

[01 64] 以上の構成では、貯蔵部 1 0 9 の圧力が低 い間、 n 個 の圧電ポ ンプ 1 0 1

、 1 0 2 、 、 7 0 2 、 8 0 2 が並列に接続 され、貯蔵部 1 0 9 の圧力

が高 くなると、 n 個 の圧電ポ ンプ 1 0 1 、 1 0 2 、 、 7 0 2 、 8 0 2

が直列に接続 される。

[01 65] ここで、 n 個 の圧電ポ ンプ 1 0 1 、 1 0 2 、 、 7 0 2 、 8 0 2 を並

列に接続 した場合の気体制御装置 2 0 0 ' の最大ポ ンプ圧力は、 n 個 の圧電

ポ ンプ 1 0 1 、 1 0 2 、 、 7 0 2 、 8 0 2 の うち、単体での最大ポ ン

プ圧力が最 も高いポ ンプのみを貯蔵部 1 0 9 に接続 した場合 と同 じであるが

、最大流量は、 おのおののポ ンプの単体での最大ポ ンプ流量 を合計 した流量

となる。一方、 n 個 の圧電ポ ンプ 1 0 1 、 1 0 2 、 、 7 0 2 、 8 0 2

を直列に接続 した場合の気体制御装置 2 0 0 ' の最大吐出流量は、 n 個 の圧

電ポ ンプ 1 0 1 、 1 0 2 、 、 7 0 2 、 8 0 2 の うち、単体での最大ポ

ンプ流量が最 も多いポ ンプを貯蔵部 1 0 9 に接続 した場合 と同 じであるが、

最大ポ ンプ圧力は、 おのおののポ ンプの単体での最大ポ ンプ圧力を合計 した

圧力 となる。

[01 66] よ って、 この実施形態の気体制御装置 2 0 0 ' においても、並列接続時に

おける低ポ ンプ圧力下で多 くの流量 を得 ることがで きる特性 と、直列接続時

における低流量下で高いポ ンプ圧力を得 ることがで きる特性 との両方 を実現

することがで きる。 また、各弁室の圧力変化 に併せたダイヤフラムの変位 に

よって徐 々に並列接続か ら直列接続 に切 り替わるため、大流量特性か ら高ポ

ンプ圧力特性へスムーズに移行する。

[01 67] また、 この実施形態の気体制御装置 2 0 0 ' においても、 ダイヤフラム と

筐体 との間に隙間を設 ける必要がな く、 ダイヤフラムが筐体 に固定される簡

易な構造 を有する。

[01 68] 従 って、 この実施形態 によれば、図 1 2 に示すように n 段 の圧電ポ ンプを



接続 した場合でも、気体制御装置 1 0 0 と同様の効果 を奏する。

[01 69] 《第 3 実施形態》

図 1 3 は、本発明の第 3 実施形態の気体制御装置 3 0 0 の断面図である。

この実施形態の気体制御装置 3 0 0 は、急速排気が可能な急速排気部 3 4 0

を備 える点で気体制御装置 1 0 0 と相違 し、 その他の構成 については同 じで

ある。 そのため、気体制御装置 3 0 0 は、圧縮空気を充填 した後 に急速排気

が必要な血圧測定用のカフ 3 0 9 に接続するのに好適な装置である。 当該 力

フ 3 0 9 も本発明の 「貯蔵部」に相 当する。急速排気部 3 4 0 は、排気弁 3

0 6 を有 し、連通孔 3 1 6 を介 して流出室 1 2 2 に接続する。

[01 70] 気体制御装置 3 0 0 は、図 1 3 に示すように、筐体 3 2 5 と、 ダイヤフラ

厶 3 3 0 とで構成 されている。筐体 3 2 5 は、上部筐体 3 0 と、下部筐体

3 2 0 とで構成 されている。 そ して、気体制御装置 3 0 0 の上部筐体 3 0

の流出口 1 9 には、 カフ 3 0 9 の ゴム管 3 0 9 A が接続 される。

[01 7 1 ] なお、図 1 3 では気体制御装置 3 0 0 の構造 を見易 くするため便宜上、上

部筐体 3 0 を蓋部 3 と中間部 3 2 と第 1 挟持部 3 3 の 3 層 に分 け

て表示 し、下部筐体 3 2 0 を第 2 挟持部 3 と底板 3 2 2 の 2 層 に分 けて

表示 している。 そ して、各層の間の境界線 を点線で示 している。

[01 72] また、気体制御装置 3 0 0 の上部筐体 3 1 0 には、 カフ 3 0 9 の空気を外

部へ排気するための排気 口 1 5 と、流出室 1 2 2 に連通する連通孔 3 6 と

、連通孔 3 1 6 に連通する開口 3 6 4 と、開口 3 6 4 の周囲か ら第 5 のダイ

ャフラム 3 0 E 側へ突出 した円筒状の第 4 の弁座 3 6 2 と、が設 け られてい

る。

[01 73] また、 ダイヤフラム 3 3 0 は、第 5 のダイヤフラム 3 0 E をさ らに有する

。すなわち、第 1 のダイヤフラム 3 0 A 、第 2 のダイヤフラム 3 0 B 、第 3

のダイヤフラム 3 0 C 、第 4 のダイヤフラム 3 0 D 及び第 5 のダイヤフラム

3 0 E は、共通の 1 枚 のダイヤフラム 3 3 0 によって構成 されている。

[01 74] 第 5 のダイヤフラム 3 0 E は、上部筐体 3 1 0 、下部筐体 3 2 0 内を分割

して、排気 口 1 5 に連通する リング状の排気室 3 6 5 と、図示 しない連通孔



を介 して第 7 弁室 1 1 2 に連通する円柱状の第 9 弁室 3 6 3 とを構成する。

第 5 のダイヤフラム 3 0 E は、第 4 の弁座 3 6 2 に当接 し、排気弁 3 0 6 を

上部筐体 3 0 、下部筐体 3 2 0 とともに構成する。

[01 75] 即 ち、第 1 の逆止弁 1 0 3 と第 2 の逆止弁 1 0 4 と切替弁 1 0 5 と排気弁

3 0 6 とは一体 に設 け られている。 この構造 によ り、気体制御装置 3 0 0 は

、第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 と第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 と第 1 の逆止弁 1 0 3 と第

2 の逆止弁 1 0 4 と切替弁 1 0 5 と排気弁 3 0 6 とを備 える。

[01 76] 排 気弁 3 0 6 は、第 5 のダイヤ フ ラム 3 0 巳と、排気室 3 6 5 と、第 9 弁

室 3 6 3 と、第 4 の弁座 3 6 2 とを備 える。第 4 の弁座 3 6 2 は、第 5 のダ

ィャフラム 3 0 E を与圧するように、上部筐体 3 0 に設 け られている。

[01 77] 以上の構造 において排気弁 3 0 6 は、第 5 のダイヤフラム 3 0 E の両主面

に加わる力の差 によって、排気室 3 6 5 と開口 3 6 4 との接続 と遮断 とを切

り替える。

[01 78] ここで、血圧測定時における気体制御装置 3 0 0 の動作 について説明する

[01 79] 血圧計は、 カフへ空気を充填することによってポ ンプの圧力を徐 々に高め

、 ゆつくり排気 しなが ら高血圧側 と低血圧側の血圧測定を順次行い、 その後

カフに残 った空気を急速排気するものが一般的である。

[01 80] 図 1 4 は、 図 1 3 に示す第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 、第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 の

並列接続時における気体制御装置 3 0 0 内の空気の流れを示す断面図である

。図 1 5 は、図 1 3 に示す第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 、第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 の

直列接続時における気体制御装置 3 0 0 内の空気の流れを示す断面図である

。図 1 6 は、図 1 3 に示す第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 、第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 が

動作 を停止 した直後 における気体制御装置 3 0 0 内の空気の流れを示す断面

図である。

[01 8 1 ] 第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 、第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 の並列接続時における気体

制御装置 3 0 0 内の空気の流れは、図 1 4 に示すように、第 1 圧電ポ ンプ 1

0 1 、第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 の並列接続時における気体制御装置 1 0 0 内の



空気の流れ と同 じである （図 9 参照）。

[01 82] また、第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 、第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 の直列接続時におけ

る気体制御装置 3 0 0 内の空気の流れも、図 1 5 に示すように、第 1 圧電ポ

ンプ 1 0 1 、第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 の直列接続時における気体制御装置 1 0

0 内の空気の流れ と同 じである （図 1 0 参照）。

[01 83] なお、第 9 弁室 3 6 3 は、前述 したように第 7 弁室 1 1 2 に連通 している

ため、第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 、第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 が動作 を行 っている間

、排気弁 3 0 6 は閉 じた状態 を維持する。

[01 84] 血圧の測定が終 了 した後、気体制御装置 3 0 0 では、第 1 圧電ポ ンプ 1 0

1 、第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 の動作 を停止する。 ここで、第 1 圧電ポ ンプ 1 0

のポ ンプ室 4 5 と第 7 弁室 1 1 2 と第 9 弁室 3 6 3 との体積 はカフ 3 0 9

の収容可能な空気の体積 に比べて極めて小さい。

[01 85] そのため、第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 、第 2 圧電ポ ンプ 2 0 の動作が停止す

ると、第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 のポ ンプ室 4 5 と第 7 弁室 1 1 2 と第 9 弁室 3

6 3 との空気は、第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1 の吸引孔 5 2 および開口部 9 2 を経

由 して気体制御装置 3 0 0 の流入 口 2 9 か ら気体制御装置 3 0 0 の外部へ速

やかに排気される。 また、急速排気部 3 4 0 における排気弁 3 0 6 の開口 3

6 4 には、 カフ 3 0 9 の圧力がかかる。

[01 86] この結果、急速排気部 3 4 0 の排気弁 3 0 6 では、第 1 圧電ポ ンプ 1 0 1

、第 2 圧電ポ ンプ 1 0 2 が動作 を停止すると、第 9 弁室 3 6 3 の圧力がす ぐ

に低下 し、第 5 のダイヤフラム 3 0 E が開放 して開口 3 6 4 と排気室 3 6 5

とが連通する。 これによ り、 カフ 3 0 9 の空気が流出室 1 2 2 、連通孔 3 1

6 、 開口 3 6 4 及び排気室 3 6 5 を経由 して排気 口 1 5 か ら急速 に排気され

る （図 1 6 参照）。

[01 87] 従 って、 この実施形態の気体制御装置 3 0 0 によれば、 カフ 3 0 9 に圧縮

空気を充填 した後 に、 さ らにカフ 3 0 9 か ら空気を急速排気することがで き

る。

[ 0 188] 《その他の実施形態》



前記実施形態では気体 と して空気を用いているが、 これに限るものではな

く、 当該気体が、空気以外の気体であ っても適用で きる。

[01 89] また、前記実施形態では圧電ポ ンプを設 けたが、 これに限るものではない

。例 えば、電磁駆動で動作 を行 う電磁 ポ ンプを圧電ポ ンプの代わ りに設 けて

も構わない。

[01 90] また、前記実施形態では、圧電素子 4 4 はチタン酸 ジル コン酸鉛系セラミ

ックスか ら構成 しているが、 これに限るものではない。例 えば、ニオ ブ酸 力

リウ厶ナ 卜リゥ厶系及びアル 力 リニオ ブ酸系セラミックス等の非鉛系圧電体

セラミックスの圧電材料な どか ら構成 してもよい。

[01 9 1 ] また、前記実施形態ではュニモル フ型で屈曲振動する圧電ァクチ ユエ 一 タ

4 0 を設 けたが、振動板 4 の両面 に圧電素子 4 4 を貼着 してバイモル フ型

で屈曲振動するように構成 してもよい。

[01 92] また、前記各実施形態では、圧電ァクチ ユエ 一 タ 4 0 の屈曲振動 に伴 って

可撓板 5 1 が屈曲振動する例 を示 したが、 これに限るものではない。実施の

際は、圧電ァクチ ユエ 一 タ 4 0 のみが屈曲振動 してもよ く、必ず しも可撓板

5 が、圧電ァクチ ユエ 一 タ 4 0 の屈曲振動 に伴 って屈曲振動 しな くても良

い。

[01 93] また、前記各実施形態では円板状の圧電ァクチ ユエ 一 タ 4 0 を用いたが、

これに限るものではない。例 えば、圧電ァクチ ユエ 一 タ 4 0 の形状が矩形板

状や多角板状、楕 円板状であ ってもよい。

[01 94] また、前記実施形態では、第 2 の弁室 1 5 6 は通気 口 1 8 を介 して大気解

放 されているが、 これに限るものではない。例 えば、第 2 の弁室 1 5 6 を開

放せず、弾性体 を第 2 の弁室 1 5 6 に充填することで、 ダイヤフラム 3 O A

に圧力を付与 してもよい。 この とき、弾性体の力を F とすると、 F は、 P 1

X A > P 2 X A 2 + F の式を満たすよう設計 される。

[01 95] また、前記実施形態では、第 1 の逆止弁 1 0 3 または第 2 の逆止弁 1 0 4

は、弁座 と、弁座の先端部 と当接する領域の一部 を貫通する孔 とを有するダ

ィャフラム と、 を有 しているが、 これに限るものではない。例 えば、切替弁



5 2 と同様の構成 によ り、第 1 の逆止弁 1 0 3 または第 2 の逆止弁 1 0 4

を構成 しても構わない。

最後 に、上述の実施形態の説明は、すべての点で例示であ って、制限的な

ものではないと考 え られるべ きである。本発明の範囲は、上述の実施形態で

はな く、特許請求の範囲によって示 される。 さ らに、本発明の範囲には、特

許請求の範囲 と均等の意味および範囲内でのすべての変更が含 まれることが

意図される。

符号の説明

1 0 上部筐体

1 1 盖 口Iぶ

1 2 中間部

1 3 第 1 挟持部

1 5 排気 口

1 6 、 7 連通孔

1 8 通気 口

1 9 流 出口

2 0 下部筐体

2 1 第 2 挟持部

2 2 底板

2 5 、 2 6 2 7 連

2 8 、 2 9 流入 口

3 0 ダイヤフラム

3 2 、 3 5 孔

4 0 ァクチユエ一夕

4 1 振動板

4 2 孔

4 3 補弓虽板

4 4 圧電素子



ポ ンプ室

可撓板

吸引孔

5 3 B 、 5 3 C

蓋部

吐出孔

振動板 ュ ニ ッ 卜

枠板

連結部

外部端子

電極導通用板

枠部位

外部端子

内部端子

ホ ノ ノ 匡 1不

基板

開口部

気体制御装置

第 1 圧電ポ ンプ

第 2 圧電ポンプ

第 1 逆止弁

第 2 逆止弁

切替弁

貯蔵部

A ゴム管

匡 体

流入室

第 7 弁室



第 8 弁室

第 4 弁室

流出室

連絡路

開口

第 3 の弁座

第 3 弁室

第 1 の弁座

第 5 弁室

第 6 弁室

第 2 の弁座

第 1弁室

第 2 弁室

気体制御装置

第 3 ポ ンプ

切替弁

気体制御装置

排気弁

カフ

ゴム管

上部筐体

連通孔

下部筐体

筐体

ダイヤフラム

急速排気部

弁座

第 9 弁室



3 6 4 開 口

3 6 5 排気室

7 0 2 第 n _ 1 圧電ポ ンプ

7 0 3 第 2 n — 5 逆止弁

8 0 2 弟 ±¾/J\ ノ フ

8 0 3 第 2 n — 3 逆止弁

8 0 4 第 2 n — 2 逆止弁

8 0 5 切替弁

P パ ッキン



請求の範囲

[ 請求項 1] 流入 口と流出口とを有する筐体 を備 え、

前記筐体の内部 に、

前記流入 口と前記流出口との間に設 け られ、前記流出口か ら前記流

入 口への気体の流れを遮断する第 1 の逆止弁及び第 2 の逆止弁 と、

前記流入 口と接続 された吸入孔 と、前記第 2 の逆止弁 と接続 された

吐出孔 と、 を有する第 1 のポ ンプと、

前記第 1 の逆止弁 と接続 された吸入孔 と、前記流出口と接続 された

吐出孔 と、 を有する第 2 のポ ンプと、

前記第 1 のポ ンプの吐出孔 と前記第 2 のポ ンプの吸入孔 との間に設

け られている切替弁 と、 を備 える気体制御装置であ って、

前記切替弁は、第 1 のダイヤフラム と、前記第 1 のダイヤフラムに

よって仕切 られた第 1 及び第 2 の弁室 と、前記第 1 の弁室側 に設 け ら

れている第 1 の弁座 とを備 え、

前記第 1 のダイヤフラムは、前記第 1 の弁座 と当接する領域 を有 し

前記第 1 の弁座は、前記第 2 のポ ンプの吸入孔 と接続 される開口を

有 し、

前記第 1 の弁室は、前記第 1 のポ ンプの吐出孔 と接続 され、

前記切替弁は、前記第 1 のダイヤフラムにおける両主面 に加わる力

の差 によって、前記第 1 のポ ンプ吐出孔 と、前記第 2 のポ ンプの吸入

孔 との接続 と遮断 とを切 り替える、気体制御装置。

[ 請求項2] 前記第 1 の逆止弁は、第 2 のダイヤフラム と、前記第 2 のダイヤフ

ラムによって仕切 られた第 3 及び第 4 の弁室 と、前記第 3 の弁室側 に

設 け られている第 2 の弁座 とを備 え、

前記第 2 のダイヤフラムは、前記第 2 の弁座の先端部 と当接する領

域 と、該領域の一部 を貫通する孔 とを有 し、

前記第 3 の弁室は前記流入 口と接続 され、前記第 4 の弁室は前記第



2 のポ ンプの吸入孔 と接続 されている、請求項 1 に記載の気体制御装

置。

[ 請求項3] 前記第 2 の逆止弁は、第 3 のダイヤフラム と、前記第 3 のダイヤフ

ラムによつて仕切 られた第 5 及び第 6 の弁室 と、前記第 5 の弁室側 に

設 け られている第 3 の弁座 とを備 え、

前記第 3 のダイヤフラムは、前記第 3 の弁座の先端部 と当接する領

域 と、該領域の一部 を貫通する孔 とを有 し、

前記第 5 の弁室は前記第 1 のポ ンプの吐出孔 と接続 され、前記第 6

の弁室は前記流出口と接続 されている、請求項 1 または 2 に記載の気

体制御装置。

[ 請求項 4 ] 前記筐体は、通気孔 をさ らに有 し、

前記切替弁 においては、前記第 2 の弁室が前記通気孔 と接続 され、

前記第 2 の弁室の圧力は、大気圧である、請求項 1 か ら3 のいずれ

か 1 項 に記載の気体制御装置。

[ 請求項 5] 前記第 1 、第 2 、及び第 3 のダイヤフラムは、共通の 1 枚 のダイヤ

フラムによって構成 されている、請求項 3 または 4 に記載の気体制御

装置。

[ 請求項 6 ] 流入 口と流出口とを有する筐体 と、

前記筐体内を分割 して前記筐体内に、前記流入 口に連通する第 1 領

域 と、前記流出口に連通する第 2 領域 と、第 3 領域 と、第 4 領域 と、

を形成するダイヤフラム と、

第 1 ポ ンプ室 と、前記第 1 ポ ンプ室 を介 して互いに連通する第 1 吸

引孔および第 1 吐出孔 と、 を有 し、前記第 1 吸引孔が前記第 1 領域 に

連通 し、前記第 1 吐出孔が前記第 3 領域 に連通する第 1 のポ ンプと、

第 2 ボ ンプ室 と、前記第 2 ポ ンプ室 を介 して互いに連通する第 2 吸

引孔および第 2 吐出孔 と、 を有 し、前記第 2 吸引孔が前記第 4 領域 に

連通 し、前記第 2 吐出孔が前記第 2 領域 に連通する第 2 のポ ンプと、

を備 え、



前記 ダイヤフラムは、

前記第 1 、第 2 のポ ンプの動作時、前記第 3 領域の圧力が前記第 2

領域の圧力よ りも高 く、前記第 4 領域の圧力が前記第 1 領域の圧力よ

りも低 い場合、前記第 3 領域 および前記第 4 領域 を遮断 し、前記第 2

領域 および前記第 3 領域 を連通するとともに前記第 1 領域 および前記

第 4 領域 を連通 し、

前記第 1 、第 2 のポ ンプの動作時、前記第 3 領域の圧力が前記第 2

領域の圧力よ りも低 く、前記第 4 領域の圧力が前記第 1 領域の圧力よ

りも高い場合、前記第 2 領域 および前記第 3 領域の通気 と前記第 1 領

域 および前記第 4 領域の通気 とを遮断 し、前記第 3 領域 および前記第

4 領域 を連通するよう、前記筐体 に固定されていることを特徴 とする

気体制御装置。

[ 請求項7] 前記筐体は、前記第 4 領域 に連通する開口と、前記第 3 領域 におい

て前記開口の周囲か ら前記 ダイヤ フ ラム側へ突出する第 1 の弁座 と、

前記第 1 領域 において前記 ダイヤフラム側へ突出する第 2 の弁座 と、

前記第 3 領域 において前記 ダイヤ フ ラム側へ突出する第 3 の弁座 と、

が設 け られ、

前記 ダイヤフラムは、前記第 1 の弁座、及び前記第 2 の弁座、前記

第 3 の弁座 に当接 して前記筐体 に固定されてお り、

前記 ダイヤ フ ラム に は、前記第 2 の弁座 に当接する領域の一部 に孔

が設 け られ、前記第 3 の弁座 に当接する領域の一部 に孔が設 け られて

いることを特徴 とする、請求項 6 に記載の気体制御装置。

[ 請求項8] 前記 ダイヤ フ ラム は、前記第 1 領域 と前記第 3 領域 との圧力差 によ

り前記第 1 の弁座 に対 して接触 または離間 して開閉 し、前記第 1 領域

と前記第 4 領域 との圧力差 によ り前記第 2 の弁座 に対 して接触 または

離間 して開閉 し、前記第 2 領域 と前記第 3 領域 との圧力差 によ り前記

第 3 の弁座 に対 して接触 または離間 して開閉することを特徴 とする、

請求項 7 に記載の気体制御装置。



前記 ダイヤフラムは、前記第 1 領域 と前記第 4 領域 との圧力差 によ

り開閉する第 1 の逆止弁 と、前記第 2 領域 と前記第 3 領域 との圧力差

によ り開閉する第 2 の逆止弁 と、前記第 1 領域 と前記第 3 領域 との圧

力差 によ り開閉する切替弁 と、 を前記筐体 とともに構成 し、

前記第 1 の逆止弁は、前記第 4 領域か ら前記第 1 領域への気体の流

れを阻止 し、

前記第 2 の逆止弁は、前記第 2 領域か ら前記第 3 領域への気体の流

れを阻止 し、

前記切替弁は、前記第 1 、第 2 のポ ンプの動作時、前記第 3 領域の

圧力が前記第 2 領域の圧力よ りも高 く前記第 4 領域の圧力が前記第 1

領域の圧力よ りも低 い場合、前記第 3 領域 および前記第 4 領域 を遮断

し、前記第 3 領域の圧力が前記第 2 領域の圧力よ りも低 く前記第 4 領

域の圧力が前記第 1 領域の圧力よ りも高い場合、前記第 3 領域 および

前記第 4 領域 を連通する、請求項 7 または 8 に記載の気体制御装置。

前記第 1 、第 2 、及び第 3 の弁座は、前記 ダイヤ フ ラム を与圧する

ように前記筐体 に設 け られていることを特徴 とする、請求項 5 または

に記載の気体制御装置。

前記筐体は、前記流入 口が設 け られている第 1 の筐体 と、前記流出

口が設 け られている第 2 の筐体 とを有 し、

前記 ダイヤ フ ラム は、弾性部材か らな り、前記第 1 の筐体 と前記第

2 の筐体 とに両面か ら挟持 されていることを特徴 とする、請求項 5 か

ら 1 0 のいずれか 1 項 に記載の気体制御装置。

前記流出口は貯蔵部 に接続 されてお り、

前記流出口に連通 し、前記第 1 、第 2 のボ ンプの動作 によ り前記貯

蔵部 に充填 された気体 を、前記第 1 、第 2 のポ ンプの動作の停止時に

急速 に排気が可能である急速排気部 を備 える、請求項 1 か ら 1 1 のい

ずれか 1 項 に記載の気体制御装置。

流入 口と流出口とを有する筐体 と、



前記筐体内を分割 して前記筐体内に、前記流入 口に連通する第 1 領

域、前記流出口に連通する第 2 領域、第 3 領域、第 2 t ( t は 2 か ら

n - までの整数）領域、第 2 t + 1 領域及び第 2 n ( n は 3 以上の

整数）領域 を形成するダイヤフラム と、

第 1 ポ ンプ室 と前記第 1 ポ ンプ室 を介 して互いに連通する第 1 吸引

孔および第 1 吐出孔 とを有 し、前記第 1 吸引孔が前記第 1 領域 に連通

し、前記第 1 吐出孔が前記第 3 領域 に連通する第 1 のポ ンプと、

第 t ポ ンプ室 と前記第 t ポ ンプ室 を介 して互いに連通する第 t 吸引

孔および第 t 吐出孔 とを有 し、前記第 t 吸引孔が前記第 2 t 領域 に連

通 し、前記第 t 吐出孔が前記第 2 t + 領域 に連通する第 t のポ ンプ

と、

第 n ボ ンプ室 と前記第 n ポ ンプ室 を介 して互いに連通する第 n 吸引

孔および第 n 吐出孔 とを有 し、前記第 n 吸引孔が前記第 2 n 領域 に連

通 し、前記第 n 吐出孔が前記第 2 領域 に連通する第 n のポ ンプと、 を

備 え、 n 段 のポ ンプを接続 した、気体制御装置であ って、

前記 ダイヤフラムは、

前記第 1 、第 t 、及び第 n のポ ンプの動作時、前記第 3 領域 および

前記第 2 t + 1 領域 の圧力が前記第 2 領域の圧力よ りも高 く、前記第

2 t 領域 および前記第 2 n 領域の圧力が前記第 1 領域の圧力よ りも低

いとき、前記第 3 領域 および前記第 2 t + 1 領域 のそれぞれ と前記第

2 t 領域 および前記第 2 n 領域のそれぞれ とを遮断 し、前記第 3 領域

および前記第 2 t + 1 領域 のそれぞれ と前記第 2 領域 とを連通すると

ともに前記第 2 t 領域 および前記第 2 n 領域のそれぞれ と前記第 1 領

域 とを連通 し、

前記第 1 、第 t 、及び第 n のポ ンプの動作時、前記第 3 領域 および

前記第 2 t + 1 領域 の圧力が前記第 2 領域の圧力よ りも低 く、前記第

2 t 領域 および前記第 2 n 領域の圧力が前記第 1 領域の圧力よ りも高

いとき、前記第 3 領域 および前記第 2 t + 1 領域 のそれぞれ と前記第



2 領域 とを遮断するとともに前記第 2 t 領域 および前記第 2 n 領域の

それぞれ と前記第 1 領域 とを遮断 し、前記第 3 領域 および前記第 2 t

+ 領域 のそれぞれ と前記第 2 t 領域 および前記第 2 n 領域のそれぞ

れ とを連通するよう、前記筐体 に固定されていることを特徴 とする気

体制御装置。
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